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第２回 熊本県議会 農林水産常任委員会会議記録（平成23年６月28日) 

 

第 ２ 回   熊本県議会  農林水産常任委員会会議記録 

 
平成23年６月28日(火曜日) 

            午前10時１分開議 

            午前11時10分休憩 

            午前11時16分開議

            午後０時６分休憩 

            午後１時１分開議

            午後１時59分休憩 

            午後２時６分開議 

            午後２時54分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 平成23年度主要事業等説明 

議案第１号 平成23年度熊本県一般会計補

正予算（第２号） 

議案第８号 工事請負契約の変更について 

報告第１号 平成22年度熊本県一般会計繰

越明許費繰越計算書の報告についてのう

ち 

報告第６号 平成22年度熊本県一般会計事

故繰越し繰越計算書の報告についてのう

ち 

報告第９号 専決処分の報告について 

報告第12号 地産地消の推進に関する施策

の報告について 

 閉会中の継続審査事件（所管事務調査）に 

  ついて 

 報告事項 

  ①国営川辺川土地改良事業（利水事業）

について 

  ②国営大野川上流土地改良事業（大蘇ダ

ム）について 

  ③ヒラメ及び馬刺しに係る病因物質不明

有症事例について 

 委員会提出議案 

  ①農業農村整備に必要な予算確保を求め

る意見書 

  ②漁業用軽油にかかる軽油引取税の免税

等に関する意見書 

 ――――――――――――――― 

出席委員(８人) 

        委 員 長 池 田 和 貴 

        副委員長 浦 田 祐三子 

        委  員 村 上 寅 美 

        委  員 鬼 海 洋 一 

        委  員  城 下 広 作 

        委  員 中 村 博 生 

        委  員 田 代 国 広 

        委  員 橋 口 海 平 

欠席委員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

農林水産部 

部 長 福 島   淳 

総括審議員兼経営局長 梅 本   茂 

政策審議監 豊 田 祐 一 

生産局長 麻 生 秀 則 

農村振興局長 大 薄 孝 一 

森林局長 藤 崎 岩 男 

水産局長 神 戸 和 生 

農林水産政策課長 国 枝   玄 

首席審議員兼団体支援課長 吉 田 國 靖 

政策監兼団体検査室長 今 村 昭 彦 

農地・農業振興課長 船 越 宏 樹 

担い手・企業参入支援課長 浜 田 義 之 

流通企画課長 板 東 良 明 

むらづくり課長 原   俊 彦 

農業技術課長 松 尾 栄 喜 

農産課長 本 田 健 志 

園芸課長 野 口 法 子 

畜産課長 平 山 忠 一 

首席審議員兼農村計画課長 宮 崎 雅 夫 
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技術管理課長 大 里 正 明 

農地整備課長 田 上 哲 哉 

森林整備課長 河 合 正 宏 

林業振興課長 岡 部 清 志 

森林保全課長 本 田 良 三 

水産振興課長 鎌 賀 泰 文 

漁港漁場整備課長 平 尾 昭 人 

農業研究センター次長 佐 藤   巖 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

     議事課課長補佐 徳 永 一 博 

     政務調査課主幹 木 村 和 子 

――――――――――――――― 

  午前10時１分開議 

○池田和貴委員長 それでは、ただいまから

第２回農林水産常任委員会を開会いたしま

す。 

 まず、開会に当たりまして、一言ごあいさ

つ申し上げます。 

 執行部の皆様方には、本当暑い中、大変お

疲れさまでございます。本県を取り巻く状況

は大変厳しいものがございますが、ぜひ一緒

になって頑張っていければと思っております

ので、どうぞよろしくお願い申し上げたいと

思います。 

 また、本日の委員会でございますが、審議

を活発化するために、ある程度時間を区切り

ながら、執行部の説明をすべて聞いてからの

質疑ではなくて、ある程度のところで説明を

終わって質疑に入らせていただきたいという

ふうに思っておりますので、どうぞよろしく

お願いを申し上げたいと思います。 

 続いて、浦田副委員長の方からあいさつを

お願いします。 

 

○浦田祐三子副委員長 おはようございま

す。 

 これから１年間、池田委員長をしっかりと

補佐し、円滑な委員会運営に努めてまいりた

いと思います。委員の皆様、そして執行部の

皆様におかれましても、御協力いただきます

ようによろしくお願いいたします。 

 簡単ではございますけれども、一言ごあい

さつにかえさせていただきたいと思います。

よろしくお願いいたします。 

 

○池田和貴委員長 本日は、先ほど申し上げ

ましたが、執行部を交えての初めての委員会

でございますので、幹部職員の自己紹介をお

願い申し上げます。 

 課長以上については自席からの自己紹介と

し、審議員ほかについては、お手元にお配り

をしております役付職員名簿により紹介にか

えさせていただきます。 

 それでは、福島農林水産部長から順次お願

いいたします。 

  （農林水産部長、経営局長～農業研究セ

ンター次長の順に自己紹介) 

○池田和貴委員長 １年間、このメンバーで

審議を行いますので、どうぞよろしくお願い

申し上げます。 

 それでは、平成23年度主要事業説明及び本

委員会に付託されました議案等の審査に入り

ます。 

 まず、執行部の説明を受け、その後質疑を

受けたいと思います。なお、説明を行われる

際、執行部の皆さんは着席のままで行ってく

ださい。 

 それでは、福島農林水産部長から総括説明

を行っていただき、続いて主要事業について

各課長から順次説明をお願いいたします。 

 

○福島農林水産部長 初めに、池田委員長、

浦田副委員長を初め委員の皆様方におかれま

しては、これから１年間、当委員会におい

て、農林水産部に係るさまざまな案件を御審

議いただくことになり、大変お世話になりま

す。よろしく御指導をお願いいたします。 

 御承知のとおり、この４月から知事部局に

部内局制が導入され、農林水産部は新たに５
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局18課体制となりました。全局、職員一致協

力して、これまで以上に農林水産施策を推進

してまいります。 

 それでは、今回の定例県議会に提出してお

ります議案の説明に先立ち、農林水産部の平

成23年度予算及び主要事業について御説明い

たします。 

 まず、平成23年度当初予算でございます

が、予算額は、お手元にお配りしております

説明資料の３ページ、平成23年度当初予算総

括表のとおり、一般会計が518億9,000万円

余、特別会計が７億4,000万円余、総額で526

億3,000万円余となっております。 

 本県の農林水産業は、高齢化や過疎化など

による担い手の減少、農林水産物価格の低

迷、燃油等の生産資材の高騰などの課題に直

面しています。 

 このような状況の中、県としましては、本

県農林漁業者の安定した所得の確保を目指

し、安全で信頼のある農林水産物の安定供

給、豊かな農山漁村の維持を図るため、くま

もとの夢４カ年戦略や農林水産部施策方針に

対応した施策を重点的、効果的に推進してま

いります。 

 それでは、当初予算における主な取り組み

について御説明いたします。 

 まず、農業関係では、稼げる農業を目指

し、高品質と安定生産を基本に、くまもとイ

チ押しブランドづくりや農商工連携などによ

る付加価値の増加、流通コストの削減などの

各種施策を行ってまいります。 

 また、農業の担い手の確保、育成を図るた

め、担い手の核となる認定農業者や地域営農

組織などへの支援を引き続き行うとともに、

企業の農業参入を初め、多様な新規就農を促

進するため、窓口整備や支援サービスの強化

に努めてまいります。 

 さらに、農地等の効率的利用については、

耕作放棄地の解消に取り組むとともに、水田

の有効利用のため、米粉用米や飼料用米のく

まもと型モデルづくりなどに取り組んでまい

ります。 

 また、生産基盤の整備については、国の地

域活性化・公共投資臨時基金を活用した県単

独事業の創設など、さまざまな工夫を行いな

がら、農業水利施設などの老朽化に対応した

長寿命化の取り組みを進めてまいります。 

 あわせて、農薬、化学肥料の使用を減少し

たくまもとグリーン農業について、さらなる

取り組みの拡大を図っていくとともに、木質

バイオマス、小水力などの自然エネルギー利

用について調査検討を行ってまいります。 

 次に、林業関係では、森林施業の集約化や

作業道などの路網整備などにより低コスト化

を推進するとともに、県産材の需要拡大と供

給体制整備に取り組んでまいります。 

 特に、熊本県公共施設・公共工事木材利用

推進基本方針に沿って、県の木材利用の取り

組みを強化するとともに、市町村へ基本方針

の早期作成を働きかけてまいります。 

 また、森林の公益的機能の維持、増進や地

球温暖化対策を推進するため、間伐の加速

化、伐採跡地の適切な植栽などによる植林未

済地解消を進めてまいります。 

 さらに、林業と建設業などとの連携による

新たな雇用創出に積極的に取り組んでまいり

ます。 

 次に、水産業関係では、持続的な漁業生産

を推進するため、栽培漁業や資源管理型漁業

などの推進による水産資源の回復、持続的利

用を図るとともに、藻場造成や干潟域での覆

砂などによる漁場環境の保全、改善に取り組

んでまいります。 

 特に、市町及び漁業者と一体となった資源

管理型漁業の推進による水産資源回復を初

め、新たな養殖魚種の導入や赤潮対策の推

進、さらには制度資金やセーフティーネット

の充実などによる漁家経営の安定化へ向けた

取り組みを行ってまいります。 

 これらに加え、本県の多種多様な農林水産
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品の販売拡大のため、国内外でのトップセー

ルスによるＰＲ活動や情報発信などに取り組

むとともに、地域資源を生かした都市と農山

漁村の交流や地産地消、食育、木育などの推

進を引き続き行ってまいります。 

 以上が主な取り組みですが、具体的な施策

や事業内容につきましては、後ほど各課長か

ら御説明申し上げます。 

 続きまして、今議会に提出しております議

案の概要につきまして御説明申し上げます。 

 今回提出しておりますのは、一般会計補正

予算と条例等案件１件及び報告案件４件でご

ざいます。 

 まず、補正予算につきましては、総額２億

円余の増額補正となっており、当初予算及び

４月の知事専決処分と合わせた補正後の一般

会計総額は521億円余となっております。 

 補正予算の内容は、東日本大震災復旧支援

事業として、技術職員の派遣に伴う経費や被

災農地除塩支援のための経費を計上しており

ます。 

 また、冬季の異常低温などの影響を受けた

施設園芸農業者の資金借り入れに対する利子

補給補助のほか、施設園芸農業者の省エネに

対応した施設等の導入に対する助成や、森林

整備促進及び林業等再生基金を活用し、森林

整備に必要な作業道や林業施設などの整備に

対する助成を行います。 

 加えて、全国豊かな海づくり大会を本県で

開催するための準備として、実行委員会の運

営経費などを計上しております。 

 次に、条例等案件でございますが、工事請

負契約の変更について提案しております。 

 また、報告事項といたしまして、平成22年

度一般会計に係る明許繰り越し及び事故繰り

越しの報告、専決処分の報告及び地産地消の

推進に関する施策の報告について提出してお

ります。 

 以上が今回提案しております議案の概要で

ございますが、詳しくは担当課長から御説明

申し上げますので、御審議のほどよろしくお

願い申し上げます。 

 最後に、その他報告事項といたしまして、

国営川辺川土地改良事業(利水事業)について

外２件について、担当課長から御説明申し上

げます。 

 以上、どうぞよろしくお願い申し上げま

す。 

 

○国枝農林水産政策課長 お手元に配付いた

しました資料のうち、分厚いもの、２点どめ

のものが２冊ございます。そのうち、平成23

年度主要事業及び新規事業と書いてございま

す資料につきまして、説明を進めさせていた

だきます。 

 表紙をめくっていただきまして、最初のペ

ージが１ページですけれども、農林水産部の

機構図となっております。５局18課３課内室

体制となってございます。 

 次のページが、各課の担当事業の概要でご

ざいます。 

 それから、３ページへ行きます。 

 平成23年度当初予算の総括表でございま

す。 

 一般会計、特別会計合わせまして526億円

余となってございます。 

 ４ページから５ページは、平成23年度予算

の主要な施策について説明してございます。 

 平成23年度は、くまもとの夢４カ年戦略の

仕上げの年となっております。これまでの施

策を一層加速させるとともに、５ページの上

の方ですけれども、１つ目としまして、新た

なむらづくり、２つ目に、新エネルギーの農

林水産業での活用検討、３番目に、地下水や

草原などを守る取り組み、これらを今年度の

新たな取り組み、３つの重点としまして展開

いたしてまいります。 

 ６ページから12ページまでは、各施策の一

覧となってございます。 

 次に、13ページをお願いいたします。 
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 ここから、各課ごとの説明となってござい

ます。資料、大部にわたりますので、主要な

ものをこの中から選んで説明させていただき

ます。 

 まず、農林水産政策課分でございますが、

当課で試験研究機関を所管してございます。

13ページは、農業研究センターの試験研究費

でございます。 

 県産農産物の魅力を高める品種や技術の開

発、地球温暖化や飼料、燃料等の価格高騰に

対応する技術開発を行ってまいります。 

 14ページをお願いいたします。 

 14ページは、林業研究指導所の試験研究費

でございます。 

 林業生産の効率化、森林環境の維持、増

進、木材の加工利用、それから特用林産物に

係る技術開発等を行ってまいります。 

 下の15ページでございますが、こちらは水

産研究センターでございます。 

 赤潮対策のための貝類、藻類と魚類を複合

養殖する技術開発、それから、下段ですけれ

ども、ブリ、マダイなどについて、高度な冷

凍、加工技術を開発する研究を行ってまいり

ます。 

 当課からは以上でございます。 

 

○吉田団体支援課長 団体支援課でございま

す。16ページをお願いいたします。 

 農林水産業制度資金についてでございま

す。 

 16ページ中段から17ページにかけまして、

農業、林業、水産業ごとに団体支援課が予算

措置をしております資金の一覧を表示してお

ります。 

 資金は、県が直接貸し付けるもの、利子補

給をするもの、金融機関に貸し付けて、その

原資として預託し、利用者に有利な資金とし

て運用してもらうもの、その３つに分類され

ますが、その分類順で13本の資金を並べてお

ります。表には、資金ごとに、融資対象者、

資金の使途、限度額、利率を記載しておりま

す。 

 なお、これらの金融支援に係ります今年度

の予算総額は25億3,000万円で、融資枠は162

億円を予定いたしております。なお、これら

の資金の昨年度の融資実績は91億円でござい

ました。 

 これらの制度資金につきましては、取り扱

いの金融機関等に対するＰＲに努め、農林水

産業者の皆様のニーズに対応できるよう進め

てまいりたいと思います。 

 18ページをお願いいたします。 

 農林水産業関係団体指導・検査でございま

す。 

 団体支援課では、法律に基づきまして451

の組合を所管いたしております。そのうち、

主要な91組合に対しましては、定期的な検査

を実施しておりますし、また、その他の組合

も含めまして、運営、改善などの指導を随時

行ってまいっているところでございます。 

 19ページをお願いいたします。 

 養殖共済(赤潮)関係ですけれども、養殖共

済の加入促進緊急対策事業でございます。 

 これは、漁業者のセーフティーネットであ

ります漁業共済の中の養殖共済への加入を促

進する事業でございます。 

 有明海、八代海では、昨年まで３年連続で

赤潮が発生いたしましたが、その赤潮被害を

補てんする養殖共済への加入を促進するた

め、来年度までの３年間、掛金の一部を補て

んするものでございます。 

 具体的に申し上げますと、国が掛金の55％

から75％を補助いたしますが、その10分の１

に該当する額を関係市町と県とで折半して上

乗せします。 

 これまで、各地で説明会を開催し、周知に

努めてまいりましたけれども、今年度は、申

し込み期限５月31日までの集計で、昨年度の

３倍に当たります、共済金額で86億円余の申

し込みがあったと報告があっております。 
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 以上でございます。どうぞよろしくお願い

いたします。 

 

○船越農地・農業振興課長 農地・農業振興

課でございます。20ページをお願いします。 

 耕作放棄地の解消緊急対策事業でございま

す。 

 耕作放棄地を放置しますと、非常に病虫害

の発生でございますとか、鳥獣被害の増加、

それと不法投棄の温床ともなりますので、非

常にこれを何とかしたいということで、４ヵ

年で取り組んでおります。再生作業を支援し

まして、耕作放棄地の解消を図る事業でござ

います。 

 耕作放棄地を農地に戻した場合には、促進

費の助成がございます。自分以外の農地であ

れば10アール当たり３万円、自分の所有地で

あれば２万円を支給ということになっており

ます。 

 21ページをお願いします。 

 次は、子どもたちによります耕作放棄地の

再生モデル事業でございます。 

 耕作放棄地を活用しまして、小中学生が農

業を行い、農業への理解を深めてもらい、自

分たちがつくったものは自分たちで食べて、

地域ぐるみの耕作放棄地の解消につなげてい

こうとするものでございます。 

 報道機関でもよく取り上げていただいてお

りまして、県民の皆様へのＰＲ効果が非常に

大かと思っております。本年度は、県内各地

42カ所で取り組んでもらいたいと考えており

ます。 

 次、22ページをお願いします。 

 遊休農地活用イエロープロジェクト事業で

す。 

 菜種とか、レンゲとか、ヒマワリ、コスモ

スなどの景観作物作付を支援、補助すること

によりまして、遊休農地とか耕作放棄地の解

消を図りたいということでございます。 

 新幹線の開業年ということでありまして、

新幹線の沿線とか国県道沿いに植えていただ

きまして、美しい農村景観の形成を図るもの

でございます。１反当たり１万円を支給し

て、何とか頑張ってもらいたいと思っていま

す。 

 次、23ページをお願いしたいと思います。 

 農地の流動化推進事業と、下の方が、新規

事業で、農地次世代活用対策事業でございま

す。 

 本当に農業をしたいという、こういった担

い手の方々に農地を集積する必要がございま

す。５年後、10年後は、今のままですと、非

常に虫食い状態の農地になっているかと思い

ます。ということで、こういった農地の集約

とか集積を急ぐ必要がございますので、こう

いった事業を仕立てております。 

 農地流動化推進事業の方は、県の農業公社

の方が行います農地の売買と県内各地の13の

ＪＡが行います農地の貸し借り、まあ貸し借

りというか、利用権設定を支援する事業でご

ざいます。 

 下の新規事業の方は、同じく農地の集約化

とか有効活用を進めるために、緊急雇用創出

基金を活用しまして、県内の農業委員会20カ

所に農地活用サポーターをつくりまして、農

業公社に委託する事業でございます。 

 以上が農地・農業振興課の事業でございま

す。よろしくお願いします。 

 

○浜田担い手・企業参入支援課長 担い手・

企業参入支援課でございます。資料24ページ

をお願いいたします。 

 担い手育成緊急支援事業でございます。 

 これは、農業の中核的な担い手として、認

定農業者あるいは地域営農組織、これを支援

する事業でございます。 

 事業内容に記載のとおり、県段階あるいは

市町村段階に担い手総合支援協議会を設けて

おりまして、ここを通じまして認定農業者の

確保、育成、あるいは経営改善、それから地
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域営農組織の経営強化、これを支援していく

こととしております。 

 25ページをお願いいたします。 

 担い手空白地域解消支援事業でございま

す。 

 これは、中山間地域を初め、担い手が将来

不足される懸念があります所、これを対象に

いたしまして、新たな地域営農組織の設立な

ど、将来の担い手の確保を重点的に支援しよ

うという事業でございます。 

 事業内容にありますとおり、集落の現状を

踏まえながら、地域内での話し合いをベース

にいたしまして、新規の組織の設立等々を中

心に支援をしていきたいというふうに考えて

ございます。 

 26ページをお願いいたします。 

 がんばる新農業人支援事業でございます。 

 これは、新規就農者の確保、育成を図る事

業でございます。 

 事業内容に記載しておりますとおり、最近

の新規就農者の質の変化、これも踏まえつ

つ、県及び県農業公社内の新規就農支援セン

ター、これが一体となりまして、就農相談か

ら技術の習得あるいは就農の定着、こういっ

た各段階において、切れ目のない支援を行う

という事業でございます。 

 27ページをお願いいたします。 

 地域で育てる新農業人育成モデル事業でご

ざいます。これは新規事業でございます。 

 新規就農者の育成、確保には違いありませ

んが、これは、地域が主体となってそういっ

た育成、確保をしていくモデルといいます

か、こういった仕組みづくりをしていこうと

いう事業でございます。 

 事業内容にございますとおり、県内で３カ

所程度のモデル地域を選定いたしまして、い

ろんな形での受け入れ主体、これを整備しな

がら、モデル的な仕組みづくりを構築してい

こうという事業でございます。 

 28ページをお願いいたします。 

 継続でございますが、くまもと農業経営塾

でございます。 

 昨年度に引き続きまして、ゼミ講座あるい

は公開講座等々を中心に実施してまいりま

す。本県の将来の農業家のリーダー、これを

育成しようというものでございます。 

 29ページをお願いいたします。 

 企業等の農業参入に対する支援でございま

す。 

 新たな農業担い手の確保あるいは地域振興

に資するということをねらいといたしまし

て、一昨年から、地域との調和を大切にしな

がら、この企業の農業参入を進めてまいりま

した。 

 事業内容に記載しておりますとおり、相談

体制の整備あるいは情報の発信、それから参

入してきます企業に対する初期投資への支

援、こういったものに加え、本年度から新た

に、(4)と(5)でございますが、利子助成制度

あるいは(5)の参入する企業に対する技術研

修、これを農大で始めるということにいたし

ております。 

 30ページをお願いいたします。 

 30ページは、年度途中から事業化をしたも

のでございます。 

 東日本大震災を受けまして、被災農家に対

する就業支援事業というのを立ち上げさせて

いただきました。被災農家が、これまでの農

業技術を生かしながら、この熊本の地で当面

の生活の安定を図っていただこうという事業

でございます。 

 事業内容にありますとおり、支援窓口を農

業公社内に設置いたしますとともに、県が雇

用経費を助成するという仕組みの中で、被災

農家に就業機会を提供し、あるいは県内の受

け入れ農家の経営の高度化、これも同時に図

っていただこうという事業でございます。な

お、(3)にございますとおり、被災地からの

移動費あるいは必要な住居の手当て、これも

あわせて支援をするという仕組みでございま
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す。 

 なお、現時点で、まだこの制度の活用実績

はありません。 

 担い手・企業参入支援課は以上でございま

す。よろしくお願いをいたします。 

 

○板東流通企画課長 流通企画課でございま

す。資料は31ページからお願いいたします。 

 当課は、熊本の認知度向上、販売チャンネ

ルの拡大、あるいは地産地消の推進、農商工

連携による新商品の開発等の支援を行ってお

るところでございます。 

 31ページの新規事業でございます。上段の

地方卸売市場拠点支援事業は、拠点市場であ

ります田崎市場と県内各市場との情報連携等

を図る事業でございます。 

 下段の多彩で特徴あるくまもとの農林水産

物販売拡大事業は、少数であっても魅力ある

多くの品目の販路開拓につきまして、仲卸業

者等を対象にして、販売あるいは流通面から

体制をつくるための事業でございます。 

 32ページをお願いいたします。 

 先に、下段の量販店等連携農産物販売促進

事業は、県内の主力品目につきまして、大都

市の量販店で安定的に売り場を確保するた

め、農業団体と取り組む販売事業でございま

す。 

 また、33ページ上段の県産農林水産物輸出

促進チャレンジ支援事業は、輸出拡大に取り

組む団体への助成、あるいは輸出にチャレン

ジしようとする団体、法人に対するアドバイ

ザーの派遣など、輸出の取り組みを支援する

事業でございます。 

 これを含めまして、知事が国内外のセール

スプロモーションを後押しする事業が、32ペ

ージ上段のくまもとの宝トップセールス事業

でございます。 

 次に、33ページ、地産地消、農商工連携に

関する事業は、下段のくまもとの地産地消総

合対策事業でございます。 

 これは、推進県民条例の機運醸成を進める

ホームページの運営あるいは地域の拠点とな

る直売所間の連携等を進める事業でございま

す。 

 34ページをお願いいたします。 

 農商工連携・地産地消促進事業は、農家に

高い利益をもたらす農工商連携マッチング、

あるいは農産物に付加価値を高める１次加工

の推進、あるいは新商品の開発等を支援する

事業でございます。 

 35ページをお願いいたします。 

 くまもとファン拡大事業は、県産物の認知

度向上と販路拡大を行うために、１万1,000

人を超えるサポーターに対する情報発信ある

いは消費者に対して影響を持つ人を大使とし

て委嘱し、ファンを拡大するための事業でご

ざいます。 

 以上、流通企画課の事業説明を終わりま

す。よろしくお願いいたします。 

 

○原むらづくり課長 むらづくり課でござい

ます。36ページをお願いいたします。 

 「農山漁村で夢プラン」作成支援事業でご

ざいます。 

 意欲ある農山漁村が、みずから集落の将来

ビジョンを描きまして、みずから行動するた

めの支援を市町村とともに行うものでござい

ます。 

 予算といたしましては、企画振興部の新規

事業地域づくり“夢チャレンジ”総合推進事

業の一部として計上されております。集落の

自立に向けた支援策を、関係部局と連携しな

がら支援を行ってまいります。 

 37ページをお願いいたします。 

 鳥獣被害対策でございます。 

 本年度から、施策を総合化させまして、む

らづくり課が統括することになりました。 

 鳥獣被害を効果的に防止するには、被害防

除、生息環境管理、有害鳥獣捕獲を一体的に

実施することが重要と考えております。その
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ため、先月には、自然保護課も含めました関

係部局と連携強化をさせるために、プロジェ

クト会議も発足させました。 

 当課が所管いたします地域ぐるみの鳥獣被

害防止対策パワーアップ事業でございますけ

れども、国の交付金事業と単県事業を組み合

わせまして、ハードやソフト事業を実施し、

あわせて地域ぐるみのモデル地区の実証及び

専門家による重点指導を実施してまいりま

す。住民と行政が一体となった地域ぐるみの

対策を目指しております。 

 38ページをお願いいたします。 

 中山間地域等直接支払事業でございます。 

 条件の不利な中山間地域で、農業生産活動

を行われている農業者の方々に対しまして、

多面的機能を確保するという観点から、直接

支払交付金を交付するものでございます。 

 当事業につきましては、平成12年度から継

続しておりまして、地域にはなくてはならな

い事業になっております。 

 39ページをお願いいたします。 

 農地・水・環境保全向上対策事業でござい

ます。 

 ２つの大きな柱がありまして、１つは、共

同活動支援でございます。地域ぐるみで農地

や農業用水等の保全管理を行っている活動組

織を支援するものでございます。もう一つ

は、共同活動を行う地域におきまして、農

薬、化学肥料を５割以上削減する環境保全型

農業を実践する活動組織にも、重ねて支援を

いたしております。 

 当事業につきましては、本年度が平成19年

度からの５年目の最終年でございます。来年

度以降の継続を望む声も大きゅうございま

す。国に対しても、継続要望をしてまいる所

存でございます。 

 40ページをお願いいたします。 

 農地・水保全管理支払事業でございます。

本年度からの新規事業でございます。 

 先ほど説明申し上げました中山間地域等直

接支払事業、農地・水・保全向上対策事業の

共同活動のいずれかに取り組む地域や集落に

おきまして、老朽化いたしました農業用水等

の施設の長寿命化の補修、更新に対しまし

て、取り組みを支援するものでございます。 

 以上でございます。 

 

○池田和貴委員長 以上で経営局までの説明

が終わりました。 

 ここで、一たん皆さん方からの御質問を受

けたいと思います。御質問、御意見はござい

ませんでしょうか。 

 

○村上寅美委員 17ページの金融対策の問題

だけど、これは、一般金融機関ね、農中ね、

公庫、どこ、貸し出し先は。 

 

○吉田団体支援課長 それぞれの融資を一覧

にしておりまして、基本的には農協や市中銀

行ですけれども、政策金融公庫に対する利子

の上乗せとかいうのもございまして、それぞ

れちょっとパターンがございまして、どこと

いうことでは――全部…… 

 

○村上寅美委員 一般市中銀行も入るわけ。 

 

○吉田団体支援課長 そうです。 

 

○村上寅美委員 入るわけね。 

 

○吉田団体支援課長 入る部分も当然ござい

ます。 

 

○村上寅美委員 これは養殖漁協としてある

から、養殖漁協なら、当然内水面も入るんだ

ろうな。 

 

○吉田団体支援課長 今委員御指摘なのは、

一番最後の漁業振興貸付金で、貸付限度額の

養殖漁協４億円というところではないかとい
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うことで受けとめておりますけれども、この

漁業振興貸付金は県の単独の事業でございま

して、県の海水養殖漁協と県漁連の２つの協

同組合に対します経営、ここに書いています

経営資金と共販資金を…… 

 

○村上寅美委員 そぎゃんとは聞いとらぬ。 

 

○吉田団体支援課長 貸し付けるものです。 

 

○村上寅美委員 内水面の養殖が入るか入ら

ぬかを僕は聞いとる。入っとらぬだろうが、

これ。何で入れないの、内水面は。そして、

県の単独と言いよるが。国なら国に行って話

ばしようと思ったけど、県の単独と言うか

ら。よか、もう答えがでけぬなら、これはも

う…… 

 

○池田和貴委員長 よろしいですか。 

 

○村上寅美委員 今でけぬならでけぬでよ

か。 

 

○吉田団体支援課長 この資金につきまして

は、海水の養殖を対象とするということで…

… 

 

○村上寅美委員 だから、そう書いてあるか

ら、何で内水面は入ってないのかと聞きよる

とたい。理由ば教えてくれ。それが１点。も

うよか、答えを持たぬならそれでええ。 

 それと、もういっちょ、21ページ…… 

 

○池田和貴委員長 じゃあ、後で説明をして

ください。 

 

○村上寅美委員 ちゃんとしてくれ。 

 それから、21ページに、子供に対しての荒

廃地なんかのあれがしてあるけど、これは林

業が入っとらぬですね。これも、何で入って

ないの、林業。 

 今、台風でいろいろされて、子供たちが阿

蘇とかいろんなところで植林を手伝ってやっ

ているのに、畑は荒れるといかぬばってん、

山は荒れてよかつかなという素朴な問題。 

 

○河合森林整備課長 森林整備課でございま

す。 

 林業関係といいますか、森林関係に関しま

すＮＰＯだとか、小学校だとか、いろんな活

動に対する支援につきましては、水とみどり

の森づくり税を活用した水とみどりの森づく

り事業がございまして、例えば小学校でそう

いう取り組みをやられる場合だとかという助

成は、そちらの方で対応はさせていただいて

いるところでございます。 

 

○村上寅美委員 わかりました。 

 

○池田和貴委員長 ほかにございませんか。 

 

○鬼海洋一委員 担い手・企業参入支援課。

久しぶりにこの委員会に参加をして、ちょっ

と聞いておきたいことがありますので…… 

 

○池田和貴委員長 済みません、何ページに

なりますでしょうか。 

 

○鬼海洋一委員 24ページ。認定農業者の現

状と、それから、平均年齢はどれくらいにな

るんでしょうか。 

 この予算が8,252万円計上されております

けれども、どういうことを重点施策目標とし

て取り組んでいるのかということを説明いた

だきたいと思います。 

 

○浜田担い手・企業参入支援課長 担い手・

企業参入支援課でございます。 

 認定農業者の現状からまず申し上げます。 

 現在、県内の認定農業者数、１万1,057経
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営体でございます。実は、昨年が１万1,412

ございましたので、昨年をピークとして、若

干減少という中でございます。 

 そうした中で、平均年齢というお話が今出

ましたけれども、直近のセンサスで申し上げ

ますと、基幹的農業従事者の平均年齢といい

ますのは62.9歳でございます。これは、一応

全国的には２番目に若い数字でございます

が、御多分に漏れず高齢化は進んでいるとい

う現状意識を持っております。 

 こうした中で、認定農業者はどうしていく

かという話でございますが、県としては、先

ほども申し上げましたとおり、認定農業者及

び地域営農組織、これを中核的な農業の担い

手と位置づけて、これは単県事業も打ち込み

ながら支援を続けております。 

 そうした中で、認定農業者については、な

かなか経営改善の芽が出にくいという今の情

勢の中にございますので、経営力のアップ、

これを重点的に支援するとともに、また、認

定農業者の数自体の確保、こういったものも

進めていきたいというふうに思っています。 

 具体的には、県内に今１万6,300おります

主業農家、これを認定農業者に移動といいま

すか、誘導していきたい、こういった考えを

ベースに事業を進めているところでございま

す。 

 

○鬼海洋一委員 今紹介がありましたよう

に、全体として微減傾向にあるんですね。特

に、認定農家を中心にして、これからの農業

の担い手育成をやっていきたいという、つま

り戦略の中での取り組みだというふうに思う

んですが、認定農業者そのものが、最近の状

況を見てみますと、地域の担い手として存在

できるようなそういう内容になっているかど

うかということについて、かなり多くの疑問

が寄せられている中ですけれども、その辺の

状況を分析しながら、具体的にどうしていく

かというような検討をされているんでしょう

か。 

 

○浜田担い手・企業参入支援課長 実は、認

定農業者については、この認定を受けて、中

間年に、その経営状況の調査をやっておりま

す。こうした中で、自分で立てた経営改善計

画、この達成状況がいかがなものかというア

ンケートもとっておりまして、おおむね６割

程度はやや改善したという以上の成果であり

ますが、依然として４割については、経営計

画、なかなかうまくいかないという認識を持

たれているようでございます。 

 

○鬼海洋一委員 そういうことなんですね。

認定農業者という、極めてレベルの高い層で

す、ここは。しかし、そのレベルの高い層そ

のものが、最近はちょっと水増しではないか

という、これまでつくられてきた経緯の中で

そういう批判もあるところですけれども、実

際問題として、この担い手の中心的存在に今

なり得ていない状況がかなり構造的に出てき

ているという問題については、どうこれから

取り組んでいくかということは、非常に大き

な課題ではないかというふうに思っておりま

すので、ぜひ中身を分析していただいて、そ

の具体的な対応についても、もう少しきめの

細かい方針に基づく地域との対応をやってい

ただきたいということを意見として申し上げ

ておきたいと思います。 

 

○池田和貴委員長 ほかにございませんか。 

 

○城下広作委員 鬼海委員の話とも重複する

んですけれども、ずっと先ほどの話の中でや

っぱり気になるのは、担い手だとか、認定農

業者だとか、例えばむらづくりだとか、いず

れにしろ農業を根幹的に守っていく、農業従

事者を確保する、耕作放棄地を減らしてい

く、とにかく今ある現在の農地を活用すると

いうことで、いろんな分野でこうやって政策
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をずっとやってきている。それは、食糧自給

率を高める、また農地はいわゆる多面的機能

があるから大事だと、これは、全部お互いこ

うやって認識も我々もしているし、皆さんも

それで取り組んでいると思います。 

 きょう、ちょうど農業白書という新聞をち

ょっと見させていただいて、熊本の農業従事

者の平均は64歳とか、広島とかなんとかは70

歳とか、えらい高いというような部分があっ

たんですけれども、例えば認定農業者は若い

というふうに言われましたけれども、全体的

には65歳ぐらいだと私は大体認識していま

す。あと５年後ぐらいしたら70歳になって、

一遍に農業をやりたくてもやれないような人

たちになってしまうと、そのときは、急下降

で、気持ちはあっても体が動かない、もうつ

くることができない、大変な面積で農業を捨

てざるを得ないような状況になるという、そ

ういうシミュレーションといいますか、そう

いうことを防ぐためにこつこつとやっている

んですけれども、この５年ぐらいで、例えば

農業の、農地といいますか、従事者も含め

て、どのぐらい減少していく――現実に、い

ろんな対策を打っても、こういう厳しい面は

あるという、その辺の想定はどうかなという

ことをちょっと、もし考えてあれば教えてい

ただきたいと思います。 

 

○浜田担い手・企業参入支援課長 担い手の

将来予測でございますが、実は、直近のセン

サスと前回のセンサスをまず申し上げます

が、主業農家をベースといたしますと――主

に農業で食っている農家という意味ですが、

前回のセンサスですと、１万9,900の主業農

家がおりました。今回、直近でいきますと１

万6,300。これは、減少率でいきますと、18

％減少しております。さらに、今回、担い手

の方で将来の５年後の予測をしましたとこ

ろ、１万4,000ちょっとまで下がるのではな

いかという予測のもとに、今施策の展開の前

提としているところでございます。 

 ちなみに申し上げますと、今回、県の方で

経営基盤強化の基本構想を策定いたしまし

た。この中で、５年後を、総農家戸数の減

少、あるいは認定農業者数も主業農家も減少

する中で、今申し上げましたように、委員か

ら御指摘がありましたとおりに、認定農業者

については、この主業農家からの移行の率を

非常に高めまして、認定農業者の数自体はふ

やしていきたいあるいは質も高めていきたい

という展望を持っているというところでござ

います。その中で、農地の集積もやはり進め

ていきたいという展望を一応持っておりま

す。 

 

○城下広作委員 ですから、最終的には、あ

る程度農地の面積を確保するという前提であ

るなら、やれる人がやっぱり変わっていかな

きゃいけない。そうすると、個人だったらな

かなか難しい。そうすると、比較的若くて、

機動力があり、機械を持っているような人が

たくさん、手広くそれをカバーするという方

法が大きく考えられるのかなというのと、例

えばむらづくり、じゃあ村の機能をなくしち

ゃいけないというところは、小さい、条件が

悪いところでも、村の機能、人を居住させる

という意味では採算がとれないけど、それを

どう残すか。まあ、採算はないけど、お金を

投入してでも守るという、めり張りをつけて

いかないと、全部あれをやります、これをや

りますだったら、トータル的にはこれはかな

り難しいような話になって、やっぱり、残す

部分はどこだということで広域化、大型化と

かいう形をしながら、小さいところは村の存

続を考えながら、小さくても採算が合わなく

ても支援という形で、社会全体を、基盤を守

るという意味での守り方をやらないかぬのか

なという、こういう大きな考えでやらない

と、農業という問題は、もう何か同じように

いっしょくたんに全部をやってばらまいてい
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けばいいという時代は、ちょっとこれは厳し

いのかなと、というようなそういう大きな政

策を農業では論議したいなと、聞きたいなと

思っているんです。 

 

○梅本経営局長 経営局長の梅本でございま

す。 

 今先生方からいろいろ御議論いただいてい

る点、農村にありますいろんな資源と申しま

すか、認定農業者や、それから人、それから

土地、そういったものをやはり最大限に利用

して農業の再生をしなくちゃいけない、こう

いった視点で経営局が設けられております。 

 私のところに、農地の政策、それから担い

手の政策、それから農家のお話がたくさんあ

っておりますけれども、地域営農組織をやは

りきちっと再生していく、そういった仕事を

一括して経営局で担当することができるよう

になっております。 

 また、今ちょっとお触れがありました、む

らづくり課というのを新たにことしからつく

っております。今後、５年、10年するともう

村がなくなってしまうという危機感がござい

まして、これは農業の崩壊ということを阻止

しなくちゃいけない、そういう意味で、ここ

でむらづくり課をつくって、みんなで農業を

支えていく、そして共同作業、共同で営農を

していく、そういった取り組みをしていく、

そういったものを総合的に経営局で取り組ん

でいきたいと思っております。 

 以上でございます。 

 

○城下広作委員 まあ、そういう感じの部分

で、ひとしく農業の面積で反当たり幾らかと

いうと、絶対的にもうこれは合わないという

のはわかっているから、残すところは残す、

しかし、投資をしないと残せないという考え

を持つ、また、大きいところは、もう本当ち

まちまつくらないで、大型でやっぱりだれか

が大きく管理するというようなシフトといい

ますか、そういう視点をしっかり考えていた

だきたいと、しっかり要望しておきます。 

 

○村上寅美委員 僕は、先生のとちょっと関

連質問だけれど、結局少子化が間違いないと

いうことだから、農業を営む、営まないにか

かわらず、また営む人間の農家人口でもいい

けど、そこで担い手というのは数が限られて

くるでしょう。今先生が言われた、５年後は

どの程度のパイになるかということ、そうい

うのを考えていかないと、政策だけちゃんと

つくっても、だれがするのかといった場合、

人がいなきゃどうしようもないでしょう。 

 だから、その辺を協業化――うちの白浜が

日本で最初にやって成功しているけどね。だ

から、協業化を僕は推進すべきだと。基盤整

備も推進する。今の民主党じゃできぬけど、

基盤整備もしてもらわないと。今先生が言わ

れたように、コストでは、農林漁業は、水産

も含めて、合いません、日本では。それはわ

かっとるから、あなたたちが一番頭のいいと

ころでわかっているけど、だれがするのか

と。例えば、株式会社だって一緒ですよ。農

業参入というけど、だれがするの。東京とか

九電とかが来てするの、農業を、本当に。や

っぱりセットでしょうが。あの人たちに、や

っぱり資本は出してもらって、そして地域振

興をしてもらう、その中の農業をしてもらう

とかいう形で、どれだけになるのかいという

質問だから、私も関連するんだけど、担い手

の分野がどういうふうに減少していくのか。

ふえてはいかぬだろう。その辺はアバウトで

いいから。せっかく質問したから。わからな

いなら、もう後でいいから。 

 

○浜田担い手・企業参入支援課長 認定農業

者の５年後の推計としては１万4,600、およ

そ2,000戸減少するというふうに見込んでお

ります。現在が１万6,300戸ですから、これ

が１万4,600ぐらいに減るんではないかと。
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５年後ですね。 

 

○村上寅美委員 １万4,600、これは、予想

は出とるわけだね。 

 

○浜田担い手・企業参入支援課長 推計で

す、あくまで。 

 

○村上寅美委員 推計でいいんだよ。だか

ら、これを担い手として、基盤整備、協業、

これでないと、個人個人じゃできないと思う

んだ。 

 だから、私が一つ言いたいのは、ＪＡをか

ませないと、個人だけで集落でやろうとした

ってなかなかまとまらない。貸し借りの中

で、なかなかまとまらぬ。だから、ぜひ組織

的なＪＡあたりを県が主導して、そして、Ｊ

Ａでこの集落とか基盤整備とか、とにかくこ

れを積極的に、具体的にやっていくしかない

と思うんだけどな。 

 

○梅本経営局長 地域の担い手対策として

は、個人の農家の担い手と、それから地域の

協業組織であります地域営農組織、この２本

立てで柱をきちっと立てましてやりたいと思

っております。 

 協業組織は、現在300程度あるんですけれ

ども、例えば10年後にはこれを倍増するよう

な目標を持って、そして、そこでみんなで農

業を支えていくといった点に重点的に取り組

みたいと思っております。 

 

○中村博生委員 私も関連なんですが、この

担い手の問題、本当にどこの地域も大きな問

題だと思いますよね。育成、育成はわかるん

ですが、国の方針として、企業参入してそれ

を補おうかという方針なんですか。その辺を

確認させてください。 

 

○浜田担い手・企業参入支援課長 担い手・

企業参入支援課でございます。 

 企業参入あるいは企業の参入で担い手を補

おうという国の全面的な施策の方向が出てい

るわけではありません。国の新しい計画にも

掲げられておりますとおり、多様な担い手と

ともに、地域営農組織、国で言う集落営農組

織ですが、この大切さ並びに認定農業者制度

の活用、これは依然としてうたわれておりま

すので、それについては従来どおり進めてい

かれるものというふうに考えております。 

 

○中村博生委員 この間、地元の総代会があ

りましたけれども、それ以前の段階で、小組

合というのがそれぞれあるじゃないですか。

一番農家が多いところ、そして後継者もある

程度おるところでも、この小組合にかたると

ころが半分ぐらいに減ってきておるというこ

と、これはどこでも一緒と思いますけれど

も、そういった状況の中で、本当に県として

はいろんな施策で頑張っていただいとると思

うとですが、何かの形で――やっぱり後継者

というのは、作物の値段なんですよね。価格

が高く売れさえすれば、後継者は残るわけな

んですよね。その辺をやっぱりぴしゃっとし

た形に打ち出した方が私はいいような気がし

ますけれども、これは国との、農水省との絡

みもあっとでしょうが、まあ考えてはあると

思いますけれども、その辺をやっぱりじっく

りというよりも、早急に何らかの形で持って

いかぬと、熊本の農業というのも、日本もそ

うでしょうけれども、全体もそうでしょうけ

れども、という思いがしております。 

 それと、37ページの地域ぐるみの鳥獣被害

防止対策パワーアップ事業ですか、新規であ

りますけれども、これはことしから始まっと

でしょうが、モデル地区が４カ所となってお

ります。そして、整備事業として20地区と書

いてありますけれども、これはわかれば教え

てもらえんですか。 
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○池田和貴委員長 あわせて、これについて

は、なかなか要望したけど、非常に厳しいと

いう声が地域から出ております。そういった

国の予算がどうなっているのか。あと、地域

からの要望が幾ら上がって、どれぐらいでき

るのか、そういったこともあわせて説明をお

願いします。 

 

○原むらづくり課長 むらづくり課でござい

ます。 

 まず、中村委員の御質問でございますけれ

ども、モデル地区につきましては、今選定中

でございます。各振興局から要望をとりまし

て、モデル地区を選定いたして実施する段階

でございますので、今はまだ決まっておりま

せん。 

 

○中村博生委員 ４カ所を予定するという意

味ですか、これは。 

 

○原むらづくり課長 予定しております。 

 

○中村博生委員 そうすると、25年まで、順

次こういった形でしていくと。 

 

○原むらづくり課長 モデル地区につきまし

ては、今年度と来年度、４地区４地区の８地

区を予定いたしております。 

 

○中村博生委員 そして、実証するようなこ

とになっていますけれども、この後はどやん

なるですか。 

 

○原むらづくり課長 モデル地区につきまし

ては、モデル地区で、先ほど最初に申しまし

たように、いわゆる防除だけじゃなくて、環

境整備、いわゆる鳥獣がそこをすみかとしな

いようなあるいは残渣をそこに残さないよう

な、そういった集落ごとに自分たちで考えて

進めてもらうということでモデル地区という

のを選定いたしまして、それが効果があれば

よそに波及させるという考えでございます。 

 

○中村博生委員 もう一ついいですか。また

原さんばってんが、この農地・水ですたいね

…… 

 

○池田和貴委員長 ちょっと待ってくださ

い。その前に、予算の関係の説明をちょっと

お願いします。 

 

○原むらづくり課長 委員長の御質問でござ

いますけれども、今年度、要望は全部で８億

ございました。そして、国から内報がありま

したのが２億7,000万と。確かに、全然要望

額には達しておりません。現在、九州農政局

に確認いたしましたところ、今年度追加の予

定はないということで、現在、県といたしま

しては、来年度に向けまして要望活動を進め

てまいるという所存でございます。 

 

○池田和貴委員長 わかりました。 

 

○中村博生委員 39ページと40ページの農

地・水ですね。向上活動とあれは分かれとっ

とですが、40ページは中山間地に適用すると

ですかね、これは。 

 

○原むらづくり課長 40ページの農地・水保

全管理支払事業、この向上活動につきまして

は、中山間地域の直接支払事業か、農地・水

保全向上対策の共同事業か、いずれか取り組

む地域という、普通言います１階、２階とい

う関係でございますけれども、中山間地域に

限定しているわけではございません。 

 

○中村博生委員 それならば、この向上活動

支援で老朽化した水路とかをするとでしょう

けれども、農業農村整備事業では、その部分

をこっちでしてくれという意味合いになっと
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ですか。大きい部分と小さい部分があるばっ

てん。 

 

○原むらづくり課長 この保全管理支払事業

につきましては、現在ある施設の長寿命化と

いうものでございますので、普通で言う土地

改良事業、農業農村整備事業で新しくつくる

分についてはできないということになりま

す。 

 

○中村博生委員 それはもうわかっとっとで

すけど。 

 

○原むらづくり課長 ですので、例えば導水

路のときに――水路はございますので、導水

路にライニングすることはよろしゅうござい

ます。 

 

○中村博生委員 それはできるの。 

 

○原むらづくり課長 はい、できます。新し

く水路をつくるというか、導水路じゃないと

ころをわざわざ掘ってからつくることはでき

ません。 

 

○中村博生委員 今、補修でするじゃないで

すか、用水とかいろいろ。これは水利施設も

含んだ意味でのあれでしょうけれども、そう

いう部分は、これは限度額は幾らかあっとで

すか。 

 

○原むらづくり課長 これにつきましては、

限度額というのは特別ございません。ただ

し、これは反当たり、水田で申しますと4,40

0円。だから、4,400円掛けることの面積です

ね。それをしたのが上限でございます。そし

て、単年度精算でございますので、もしもそ

れで足りない分につきましては、まあはっき

り申しますと、地元で負担していただくとい

うことになります。 

 

○池田和貴委員長 ほかにございませんか。 

 

○鬼海洋一委員 議事の進行の面でちょっと

委員長にお尋ねしますけれども、後の方との

関連があるものがございますが、それは後で

またさかのぼって質問するということでよか

ですかね。 

 

○池田和貴委員長 はい。 

 

○鬼海洋一委員長 じゃあ、まず１点だけ。

これは団体支援課の仕事になるんでしょう

か。 

 特に、金融についても、それから、さまざ

まな事業展開についても、ＪＡと一体的に取

り組むと。まさに今熊本農業の将来について

は、ある意味でＪＡとの運命共同体的な、そ

ういう構造になっているというふうに思うん

ですね。 

 そこで、特に最近のＪＡの経営状況を見て

おりますと、販売高が相当、まあ過去の経過

の中で激減しているという状況等が出てきて

いるわけですけれども、そこで団体支援課と

して、このＪＡの現状についてはどのように

認識されているのかということについて、少

しお聞かせいただきたいと思います。 

 

○吉田団体支援課長 団体支援課では、県内

の農協、いわゆる総合農協というものにつき

まして、定期的な検査、指導をいたしており

ます。今、14総合農協、いわゆるＪＡがござ

いますけれども、その14の総合農協につきま

しては、現在、１つの農協だけが当期で赤字

を出しているという農協がございます。それ

以外は、今のところ黒字ということでござい

ます。 

 ただ、委員御指摘のとおり、組合員数――

準組合員はふえておりますけれども、組合員

数の減少に伴います各種販売高等が減少して
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おりまして、必ずしも財務状況がいいという

ことではないというふうに承知しておりま

す。 

 それぞれのＪＡでさまざまな状況があると

思いますけれども、指導機関であります中央

会等と協議をしながら、財務状況等の改善と

いう意味では、できる限り今後検討しながら

やっていきたいというふうに思います。 

 

○鬼海洋一委員 なぜこの問題を出したかと

いいますと、特に農業信用基金協会の問題だ

とか、基金の現状だとか、さまざまな分野

で、私も20数年ぐらい前からこの問題の研究

をしてきた一人ですけれども、多少、多少と

いうか、かなり問題が出てきているんじゃな

いかというふうに思っています。 

 今ここで言わなくていいですから、後でそ

の資料等について私の方に出していただきま

すと、またさらに勉強したいというふうに思

っておりますので、ぜひよろしくお願い申し

上げておきたいと思います。 

 

○吉田団体支援課長 関係資料を取りそろえ

て御報告したいと思います。 

 

○鬼海洋一委員 これは決して農業の分野だ

けではなくて、何日か前の新聞に出ておりま

したように、漁業もそうですよね。あるいは

林業についても同じような状況になってきて

いるんじゃないかというふうに思いますの

で、またそのことについては個別に、資料提

供についてもお願いしておきたいと思います

ので、どうぞよろしくお願いしておきたいと

思います。 

 

○池田和貴委員長 じゃあ、皆さんよろしく

お願いします。 

 

○田代国広委員 中村先生と一緒で、鳥獣防

止についてですが、37ページ。 

 新規とありますが、もう以前から鳥獣防止

についてはずっと取り組んできたわけであり

ますが、最近、ネックと申しますか、言われ

ておるのが、狩猟する方々の高齢化ですか、

あわせてその人数の減少が今一つネックとな

っていると言われておりますし、したがっ

て、そういった方々への対応、人材確保とい

いますか、それについてはどういった考えを

持っておられるのかが１点と、わなですね。

ここにわなの導入と書いてありますが、わな

の導入についてはどういった具体的な考えを

持っておられるのかが２点目。 

 もう一点は、３億8,000万という膨大な公

費を使うわけですが、これによって、成果と

して、前年対比か一昨年対比か知りません

が、それに対してどれくらいの防止を考えて

おられるのか。例えば、昨年が５億円被害が

あったとした場合、それを幾らか下げると

か、そういった目標は考えておられるのかに

ついてとりあえず。 

 それと、もう一つは、次のページの中山間

地域のことですが、直接支払い、これも19億

以上のお金を使うんですけれども、ここに書

いてありますように、私も、やはり中山間地

域の現状と申しますか、農地なり集落、これ

はやっぱり絶対守っていかなければならない

というふうに思っております。 

 この中山間地域が疲弊していくと、いわゆ

る限界集落になっていくであろうし、ひいて

は自然が破壊されて、本当に惨めな形になっ

ていくわけでありますから、何としても中山

間地域というのを守っていかねばならないと

思っております。 

 その一環として、今こういった施策が行わ

れているというふうに理解するわけなんです

が、これだけのお金を使って中山間地域を守

ろうとしているわけですけれども、その効果

と申しますか、あるいは今後の課題、そうい

ったものについてはどういった認識を持って

おられますか。 
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○原むらづくり課長 まず最初のは、鳥獣被

害に関してですけれども、狩猟者の減少に対

してどういうことをやっているのかという話

でございますが、狩猟者が減っていることは

重々承知いたしております。 

 その１つの原因として、高齢化というのが

ありまして、狩猟免許の取得がなかなか進ま

ないことがございます。それで、狩猟免許の

取得に対しまして、例えば講習会、研修会の

方を、今までは２日がかりだったのを１日に

短縮するとか、そういったことで免許取得者

の向上、増大を考えております。 

 そして、わなの導入につきましては、ハー

ド事業とソフト事業という２つの対策の方法

があろうかと思います。わなにつきまして

は、ソフト事業の中でわなの設置あるいはわ

な設置の講習会、そちらの方を進めてまいる

所存でございます。 

 ３つ目の３億7,000万、こういう予算を組

んでどれくらい効果があるのかというお話で

ございますけれども、21年度の被害額は７億

円でございます。実際、その額が、いわゆる

３億7,000万投じてどのくらい減るかという

のは、はっきり申しまして非常に――試算で

きないんじゃないかと思っております。 

 それと、中山間地域の直接支払いについて

でございますけれども、中山間直接支払事

業、平成12年から進めております。１期、２

期、３期、ことし３期目になっておりますけ

れども、中山間直接支払事業の一つの大きな

ポイントは、内発的な、いわゆる自分たちで

自発的に物事を進めることができるというこ

とでございます。 

 実際的にアンケートとかとってまいります

と、一番大きな反響といたしましては、今ま

で寄り合いが少なかったと、それが寄り合い

の回数がふえたということで、これは農地・

水の活動と一緒ですけれども、そういった地

域コミュニティーの醸成というのが非常に大

きいというふうな反響が出ておりますので、

それが一番の効果じゃないかと思っておりま

す。 

 

○田代国広委員 鳥獣から言いますが、もう

少し具体的なことを将来考えていると思って

いたんですよ。実はなぜこれを言うたかとい

うと、先般、山口県で新聞にこの記事が載っ

ております。山口県は、目標率をイノシシ１

万5,000頭か…… 

 

○池田和貴委員長 捕獲頭数ということです

か。 

 

○田代国広委員 シカが何頭とか、猿が300

頭とか、そういった目標値を出しておるんで

す。そして、わなも――わなの場合はソフト

といいますが、わなをつくるのに補助した

り、あるいはつくって貸し出したりするわけ

ですよ。そして、狩猟の方には、自衛隊、県

庁ＯＢとか、警察ＯＢ、そういった方々に補

助なりしながら、狩猟の免許を取るような施

策をやっているんです。そういった施策をや

って、総合的にやってみて目標値１万5,000

頭とか、猿が何百頭とか、そういった数値を

出して、それによって前年対比５億円未満の

被害に抑えるんだというような目標を出して

いる。 

 ですから、これだけのお金を使うわけです

から、やっぱり前年対比、幾ら下げるんだ

と、これを下げるためにはこういったことを

やるんだと、そういった目標を作成して、そ

れに向かってやっぱり努力して成果を出すの

が必要だと思いますので、ぜひ検討していた

だきたいというふうに思います。 

 

○原むらづくり課長 わかりました。 

 

○池田和貴委員長 じゃあ、他県の状況も調

べて、少し考えてみてください。 
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 ほかにございませんか。 

 

○橋口海平委員 33ページのくまもとの地産

地消総合対策事業なんですけれども、ホーム

ページを活用した情報提供機能とあるんです

が、ホームページの１日のアクセス数ってど

れぐらいなんですか。 

 

○板東流通企画課長 昨年１年間のアクセス

数が55万5,000件になっております。 

 

○橋口海平委員 ホームページを見る限り

で、何かあんまり魅力が感じられないと思っ

ております。何かやはり変更した方がいいの

ではないかなと、そのように思っておりま

す。意見です。 

 

○板東流通企画課長 わかりました。内容の

充実については、随時詰めてまいりたいと思

います。また、ことし頑張ってまいります。 

 

○池田和貴委員長 ほかにございませんか。

――ないようであれば、ここで一たん休憩を

とりたいと思います。５分間休憩をとらせて

いただきたいと思います。その後に、生産

局、農村振興局の方からの説明をお願いした

いと思います。 

 それでは、５分間休憩いたします。 

  午前11時10分休憩 

――――――――――――――― 

  午前11時16分開議 

○池田和貴委員長 それでは、休憩前に引き

続きまして会議を再開したいと思います。 

 先ほど申し上げましたが、生産局、農村振

興局の説明を受けたいと思います。 

 松尾農業技術課長から田上農地整備課長ま

で説明をした後、後で質疑を受けたいと思い

ますので、よろしくお願いを申し上げたいと

思います。 

 

○松尾農業技術課長 お手元の資料、41ペー

ジをお願いいたします。 

 まず、協同農業普及事業でございますけれ

ども、これは、農業改良助長法に基づきまし

て、本庁及び地域振興局等に198名の普及職

員を配置しております。こういった人たちの

現場に密着した農業技術あるいは経営指導の

ほか、調査研究、資質の向上等に取り組むも

のでございます。 

 それから、下の段の普及指導活動支援促進

事業につきましては、緊急雇用創出基金を活

用しまして、農業の専門知識を有する失業者

等を雇用しまして、効果的な普及活動が展開

できますよう、営農台帳等の整備を行うもの

でございます。 

 次、42ページをお願いいたします。 

 くまもとグリーン農業総合推進事業でござ

います。 

 本県では、土づくりを基本に、化学肥料や

化学農薬を削減するなど、熊本の地下水ある

いは自然環境に優しい農業をくまもとグリー

ン農業と整理しておりますけれども、本年度

からこの取り組みを拡大してまいりたいとい

うふうに思っております。 

 ２の事業内容に書いてございますように、

エコファーマーですとか、熊本独自の認証制

度有作くんを初め、化学肥料や農薬の削減に

取り組みます農業者をふやしますとともに、

新たに、２の(3)に記載しておりますけれど

も、グリーン農業を流通あるいは消費に結び

つけていくために、消費者や量販店など幅広

い分野の方々と連携しまして、県民運動とし

て展開してまいりたいというふうに思ってお

ります。 

 43ページをお願いいたします。 

 県認証制度等のさらなる周知強化事業でご

ざいますけれども、これは、安全、安心な農

林水産物づくりを推進しますために、本県独

自に設けております３つの認証制度、熊本型

特別栽培農産物の有作くん、それから、くま
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もと産原木栽培しいたけ、それと熊本県適正

養殖業者認証制度につきまして、統一のロゴ

マークを使って量販店等での販売促進活動で

すとか、制度の周知強化等を図るものでござ

います。 

 次に、44ページでございます。 

 下の段、農薬適正使用総合推進事業でござ

いますけれども、これは、農家に農薬の適正

使用を助言します推進員等を対象とした講習

会の開催あるいは生産段階の残留農薬の分析

等を通じまして、農薬の適正使用と県産農産

物の安全確保に努めるものでございます。 

 また、使用可能な農薬が限られております

マイナーな作物につきましては、メーカー等

と連携しながら、農薬の登録を拡大する試験

に取り組むこととしております。 

 45ページをお願いいたします。 

 地域資源(宝)活用支援事業でございますけ

れども、農業、農村の活性化を図るために、

規格外の農産物など、地域に眠っております

資源を活用して、新たな特産品や加工品など

の試作、開発を行う取り組みを支援する補助

事業及び県の推進事業でございます。 

 農業技術課は以上でございます。どうぞよ

ろしくお願いいたします。 

 

○本田農産課長 農産課でございます。46ペ

ージをお願いいたします。 

 農業者戸別所得補償制度推進事業につきま

しては、昨年度からの米に加えまして、本年

度から麦、大豆、ソバ等を対象に加えまし

た、本格実施となりました戸別所得補償制度

の円滑な実施のために、県及び地域段階の推

進事務費を支援するものでございます。 

 下段の魅力あるくまもと茶づくり支援事業

につきましては、茶の品質向上のための茶園

更新を支援いたしますとともに、県産茶の販

路開拓のために、航空機内でのお茶の提供や

ＰＲ活動を行うものでございます。 

 47ページをお願いいたします。 

 くまもと畳表価格安定対策事業につきまし

ては、国の畳表価格安定制度に対する県の上

乗せを行うものでございます。 

 下段の生産総合事業につきましては、県産

農産物の競争力強化に向けました力強い生産

供給体制を確立するため、施設整備等を総合

的に実施するものでございます。 

 48ページをお願いいたします。 

 非主食用米総合推進事業ですが、昨年度に

引き続き、米粉用米、飼料用米など、非主食

用米の振興のため、低コスト・パイロットモ

デル地区における生産技術の定着や米粉の需

要拡大対策など、生産から流通までの取り組

みを一体的に実施、支援するものでございま

す。 

 49ページをお願いいたします。 

 県産米粉パン地産地消促進事業は、小中学

校の児童生徒から好評を得ております県産米

粉パンの学校給食における普及、定着を促進

するための事業でございます。 

 次に、50ページをお願いいたします。 

 くまもと型飼料用稲生産流通モデル推進事

業ですが、畜産課との連携によりまして、畜

産飼料の自給率向上と安定供給並びに水田の

有効利用を図るため、飼料用米の低コスト生

産団地の育成及び稲わら、堆肥、飼料等の供

給を通じました広域的な構築連携の推進、並

びにそこで生産されます畜産物の認知度向上

や消費拡大等を進めるなど、生産から流通、

消費にわたります取り組みを一体的に実施す

るものでございます。 

 51ページをお願いいたします。 

 くまもと米トップグレード総合推進事業に

つきましては、食味にすぐれたトップグレー

ド米のブランドを確立するため、米のたんぱ

く質含有量によります仕分けや出荷体制の整

備を行いますとともに、県産米の中国等への

輸出を支援するものでございます。 

 下段の熊本土地利用型農業緊急支援事業で

すが、戸別所得補償制度などを活用しなが
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ら、本県の水田土地利用型農業の振興を図り

ますため、昨年度策定いたしました熊本県土

地利用型農業基本方針に基づきまして、各地

域の実態に沿った機械、施設の再編整備、生

産組織の育成等を進めるものです。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○野口園芸課長 園芸課でございます。52ペ

ージをお願いいたします。 

 野菜価格安定対策事業につきましては、野

菜の価格が著しく低落した場合に、生産者に

対して価格差補給金を交付するため、資金を

造成する事業でございます。22年度の交付金

額は、概算で９億3,000万円ということにな

っております。 

 次のページをお願いいたします。 

 くまもと稼げる園芸産地育成対策事業につ

きましては、気候温暖化や燃油、資材等の高

騰などの状況下にあります園芸産地の維持、

発展を図るため、生産施設、機械、基盤整備

等、国庫補助事業で対応できないものに対す

る経費の補助でございます。 

 次、お願いいたします。 

 54ページ、くまもとリーディング野菜確立

支援事業です。 

 これは、生産量日本一を誇ります県産のト

マトにつきまして、高糖度トマト等の生産

力、販売力を高めるための取り組みに対する

補助でございます。 

 八代にレンタルで糖度センサーを置いて進

めております。これによりまして、トマトイ

コール熊本というイメージの定着を目指すも

のでございます。 

 次のページをお願いいたします。 

 55ページ、上段の新規の木質バイオマス加

温機実証実験事業でございます。 

 昨年度、県内２カ所で製材所の端材のペレ

ットを用いて現地実証試験を実施いたしまし

た。加温機の能力あるいは作物の生育には問

題がないということが確認をされました。 

 今年度は、林地残材を原料としたペレット

を利用して、引き続き現地実証を行い、燃焼

灰の処理を含めて、導入に向けた検証を行っ

てまいります。 

 下段に参ります。 

 くまもとオリジナル園芸品目戦略的推進事

業につきましては、県が育成いたしましたオ

リジナル品種を安定的に供給する取り組みと

出荷体制づくりを支援するものでございま

す。 

 具体的には、事業内容(1)にありますイチ

ゴ「ひのしずく」について、全国に通用する

トップグレード品としてのセンサー販売対策

の支援をするものでございます。 

 また、新たに農研センターで育成されまし

た花のカラー、熊本の豊かな水をイメージさ

せる花ということで、その花の産地化に向け

て、現地の試作展示圃を設置するものでござ

います。 

 次のページをお願いいたします。 

 魅力あるくまもとブランド園芸産品づくり

推進事業につきましては、くまもとブランド

の産品づくりを進めるものでございます。 

 くまもとイチ押しブランドとなり得るもの

として、下段から３～４行目の施行箇所のと

ころにあります、これまで、とろけるみか

ん、お中元用デコポン、ナシ「秀麗」という

ものに取り組んでまいりました。本年度か

ら、新たにクリの「ぽろたん」、そして花の

トルコギキョウにつきましても、トップグレ

ード化の取り組みを開始いたします。 

 少し説明いたしますと、クリでは、これま

で日本グリにない、渋皮がむける新品種の

「ぽろたん」の試験販売を開始する予定でご

ざいます。トルコギキョウでは、圃場での芽

摘みという新技術で大輪化を図った上で、鮮

度保持剤を利用しまして日持ちを向上させ

て、トップグレードのくまもとトルコギキョ

ウの周年期出荷を進めるものでございます。 
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 最後に、57ページ、くまもとの果物・花の

品質・生産力維持支援事業につきましては、

ふるさと雇用再生特別基金事業を利用した事

業でございます。 

 高齢化が進む中で、労力と技術を要する果

樹の剪定作業でありますとか、花の作業等が

任せられる人材を育成いたしまして、農作業

受託のできる組織体制及び雇用システムづく

りを行うものでございます。県内２カ所で行

います。 

 園芸課は以上です。 

 

○平山畜産課長 畜産課でございます。58ペ

ージをお願いします。 

 家畜畜産物価格安定対策事業は、生産者の

経営安定を図るためのものでございます。 

 肉用牛、豚肉、鶏卵の価格変動によって生

産者の損失が生じた場合、国、県、生産者が

拠出した基金から損失の一部を補てんするも

のでございます。 

 59ページをお願いします。 

 熊本県食肉輸出促進対策事業は、熊本畜産

流通センターの施設整備を助成するものでご

ざいます。 

 平成21年度から輸出対応型施設を整備して

おりますが、輸出対応型施設では、経産牛か

ら出る乳汁が汚染物質扱いとなりますので、

経産牛の屠畜ができませんので、輸出対応基

準を満たすための施設整備を行うものでござ

います。 

 60ページをお願いいたします。 

 同じく、畜産物輸出体制モデル整備事業で

ございますけれども、ＨＡＣＣＰを導入する

ことにより、高度な衛生管理体制を構築する

ものでございます。 

 61ページをお願いします。 

 家畜保健衛生所基盤強化事業でございま

す。 

 家畜伝染病対策の中核を担う家畜保健衛生

所の獣医師につきましては、職員募集に対し

て応募数が非常に少ない状況にあります。本

県獣医師職員の業務への理解を深めていただ

くために、大学獣医学科学生を対象としたイ

ンターンシップを行うとともに、職員の能力

と意欲向上のための専門研修を実施します。 

 また、口蹄疫などの発生に備え、防疫演習

を行うこととしております。 

 62ページをお願いします。 

 阿蘇あか牛草原再生事業でございます。 

 阿蘇の草原やあか牛は貴重な観光資源であ

り、あか牛は熊本固有の資源でございます

が、近年、草原の荒廃やあか牛の減少が続い

ております。このため、牧さくなどの放牧条

件の整備、放牧に供されるあか牛繁殖雌牛の

導入に係る経費の一部を助成し、草原とあか

牛の維持、再生を図るものでございます。 

 畜産課は以上でございます。 

 

○宮崎農村計画課長 農村計画課でございま

す。 

 当課では、農業農村整備事業の調査計画、

それから国営事業の調整、こういった業務を

行っております。 

 63ページをお願いいたします。 

 農業農村整備調査計画費でございます。 

 これは、将来県営事業として整備が必要な

地区におきまして、基礎調査、事業計画の策

定などを行うものでございます。そのうち、

事業内容の(5)にございますが、農業水利施

設等地域保全計画策定につきましては、施設

ごとに機能診断をして策定いたしました機能

保全計画をもとに、地域の保全計画を本年度

よりモデル的に作成しようというものでござ

います。 

 64ページをお願いいたします。 

 農業農村整備推進交付金でございます。 

 一昨年度から、市町村土地改良区などが実

施をいたします団体営事業の県の補助事業を

整理統合いたしまして、市町村の推進計画に

基づいて交付金として交付することによりま
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して、市町村の自主性、裁量性を発揮しやす

い仕組みとして支援をしておるものでござい

ます。 

 65ページをお願いいたします。 

 65ページ及び次の66ページにつきまして

は、農業用水を活用いたしました新たな取り

組みといたしまして、小水力発電、それから

水熱源ヒートポンプ、そして、66ページでご

ざいますが、地下水涵養、この３つについ

て、本年度、新たに実施をするというもので

ございます。 

 65ページの上段でございますけれども、小

水力・太陽光発電導入モデル事業でございま

すが、再生可能エネルギーに関する取り組み

の一つといたしまして、農業用水を利用いた

しました小水力発電、これと太陽光発電を組

み合わせまして揚水ポンプの動力源の一部と

いたしまして、阿蘇管内でモデル的に設置を

するものでございます。 

 下段の農業用水活用型ヒートポンプ導入検

討事業でございますが、農業用施設の冷暖房

設備といたしまして、農業用水を利用いたし

ました水熱源ヒートポンプの導入の可能性を

検討するものでございます。 

 66ページをお願いします。 

 畑地利用地下水かん養モデル事業でござい

ますが、熊本地域の地下水の涵養のために、

現在実施をされております地下水、白川中流

域の水田涵養事業に加えまして、畑での涵養

事業についてモデル的に実施をするというも

のでございます。 

 最後でございます。次の67ページをお願い

いたします。 

 国営土地改良事業等でございますが、本県

で実施をしております国の直轄事業につきま

しては、表にございますように、川辺川地

区、それから大野川上流地区、玉名横島地区

の３地区となっております。 

 なお、平成20年度から休止をしております

川辺川地区、それから大蘇ダムの浸透問題が

ございます大野川上流地区につきましては、

後ほどその他報告事項におきまして、最近の

状況につきまして御説明をさせていただきた

いと思っております。 

 農村計画課は以上でございます。よろしく

お願いいたします。 

 

○大里技術管理課長 技術管理課です。68ペ

ージをお願いいたします。 

 企業参入促進支援農地情報図整備事業です

が、企業等が農業参入に必要な農地の属性情

報、耕作放棄地の分布状況や関連施設の整備

状況、アクセス状況、気象等を、現地調査も

含めて把握しますとともに、既に把握できて

おります農家意向を付加いたしまして、台帳

と図面を作成し、農地情報図(ＧＩＳ)に登録

するものです。78地区を整備いたします。 

 69ページをお願いいたします。 

 農地情報図(ＧＩＳ)負担金ですが、農地情

報図は、農地に関します情報と地図情報から

構成されております。 

 県、市町村、農業関係機関が農地情報図シ

ステムを利活用することで、地図上で農地に

関します、これまで紙等で個々に管理されて

おりました複数の情報を、瞬時に、視覚的に

把握することができることになります。関係

機関で情報を共有化し、農地の有効利用、農

業用水利施設の保全管理等に利用すること

で、効果的な施策や業務の効率化を図ること

としております。 

 以上です。よろしくお願いいたします。 

 

○田上農地整備課長 農地整備課でございま

す。70ページをお願いします。 

 県営かんがい排水事業費でございます。 

 農業生産の基盤となります水利条件の整備

を行い、水利用の安定と合理化及び水田の汎

用化を図るために、農業用水路や排水施設等

を整備するものでございます。 

 次に、71ページをお願いします。 
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 県営の経営体育成基盤整備事業費でござい

ます。 

 水田の区画整理や用排水路、農道等の基盤

整備とあわせまして、農地の集積に向けての

ソフト事業を一体的に実施して、生産性の高

い農業構造の実現を図るものでございます。 

 72ページをお願いします。 

 農地防災事業費でございます。 

 農用地及び農業用施設を自然災害から防護

することで、農業生産の維持及び農業経営の

安定を図り、国土及び環境の保全に資するも

のでございます。 

 73ページをお願いします。 

 戦略作物生産拡大関連基盤緊急整備事業費

でございます。 

 新規の国の補助事業でありまして、戸別所

得補償制度を推進するために、米、麦、大豆

等の戦略作物や地域の主要な作物への転換が

図られるように、営農の支障となっている用

排水路等の生産基盤の整備を行う事業でござ

います。この事業を活用しまして、現在実施

しています県営事業の事業推進を図りたいと

考えております。 

 続きまして、74ページをお願いします。 

 農業農村整備緊急対策事業費でございま

す。 

 新規の県単独事業でございますが、国の予

算削減による影響を最小限にとどめるため、

地域活性化・公共投資臨時基金を活用した緊

急対策として継続中の県営農業農村整備事業

の一部を本事業で実施するものでございま

す。 

 農地整備課は以上でございます。 

 

○池田和貴委員長 以上で生産局、農村振興

局の説明が終わりました。 

 ここで質疑を受けたいと思います。質問、

御意見はございませんでしょうか。 

 

○鬼海洋一委員 農産課。まず、小麦のこれ

からの生産について、どういうぐあいに把握

されて、進められようとしているのか、まず

お聞かせいただきたいと思います。 

 

○本田農産課長 麦につきましては、米、大

豆とともに水田農業の基幹作物として位置づ

けておりまして、食品産業等のニーズが大変

重要でございますので、そういう食品産業等

との播種契約等を結ぶことを前提に、計画生

産を推進していきたいと考えております。 

 ただ、先般の豪雨によります被害等もあり

ましたように、大変つくりにくい作物でもご

ざいますので、そういう気候災害等にできる

だけ遭わないような生産の推進をやっていき

たいと思っております。 

 

○鬼海洋一委員 先ほど、たしか流通企画課

の方だったでしょうか、米粉パンの普及、こ

れがかなり進んでいくという状況だと思いま

す。私のところにも、山崎パンという、山崎

パンとしては主力工場がありますけれども、

ここでも米粉パンをつくっていただくという

ことで、相当県の農業としては貢献をいただ

いているのではないかと思っておりますけれ

ども、かねてから、特に今パンをつくる生産

工場の中では、できれば熊本産の小麦でも生

産をしたいという、そういう意向が出ている

わけですよね。私も、何回か一般質問の中で

は申し上げたとおりです。 

 ところが、熊本としては、これまでパンの

食味に耐え得る新しい品種として「ニシノカ

オリ」ができて、また新たに「ミナミノカオ

リ」が新しく登場いたしました。ところが、

これが、そういう思いの中でできてきたにも

かかわらず、大きく伸びないという現状につ

いて、どういうふうにお考えいただいている

のかなというのが私としては現在の疑問。そ

れから、今後の展開に対する見通しをお聞き

したいので、その点も。 

 さらにまた、これは課と課の連携というの
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は非常に大事になっていくというふうに思い

ます。地産地消というお話がありましたが、

それは生産分野を担当する課と、それから生

産したものをどういうぐあいに販路に乗せて

いくかという、それは流通企画課でしょう

か、横との連携あるいは新品種を開発するた

めには農業試験場との連携、こういう各課と

の連携について、特に農産課という分野の中

でどういうふうに今行われているかというこ

ともあわせてお話をいただきたいと思いま

す。 

 

○本田農産課長 まず、地元の企業に対する

地元小麦の利用ということでございますけれ

ども、後ほど説明を予定しておりますけれど

も、実は小麦の高付加価値システム化事業と

いうのを実施を予定しておりまして、その目

的といいますのが、小麦の中で非常に課題と

いいますのが、需給のミスマッチというのが

大きくございます。 

 といいますのが、例えば、国産小麦全般に

言えることでありますけれども、非常にロッ

トが小さいということで、なかなか均一した

品質の小麦を実需者、いわゆる製粉会社の方

に提供できないという現状がございます。 

 そういう中で、今回予定しております事業

につきましては、出荷段階で、例えばカント

リーエレベーターのサイロごとに品質を統

一、たんぱく質を一定の品質にいたしまし

て、実需者が使いやすいように提供するとい

うことでございまして、これまではそういう

品質的なばらつきがあったということ、それ

とロットがまとまらなかったということでな

かなか伸びなかったという面はありますけれ

ども、今後はそういうところをうまく活用い

ただいて、伸びていけるものであると思って

おります。 

 それと、あとパン用の「ミナミノカオリ」

「ニシノカオリ」ということで、実は今回の

災害の中にも「ミナミノカオリ」あたりがか

なり大きな割合を占めているんですが、この

パン用の小麦といいますのが、グルテン含

量、いわゆるたんぱく質の含量がある程度高

くないとよくないということがありまして、

どうしても窒素肥料をやるとかあるいは収穫

の熟期を遅くするとか、そういうのもありま

して、なかなか難しい面はありますけれど

も、より品質のよい小麦が出せますように、

そういう作型あるいはいろんな栽培技術等を

含めまして推進をしていきたいと思っており

ます。 

 それと、各課との連携という意味では、日

ごろから連携をやっておりますし、また、そ

ういうところも含めまして、今後とも引き続

き推進をしていきたいと思っております。 

 

○鬼海洋一委員 そこで、先ほど報告の流通

企画課、今各課の連携というふうに申し上げ

ましたが、米粉の需要拡大についてはそれな

りに御努力いただいているというふうに思っ

ています。 

 小麦に対するそういう環境、例えば小麦を

どういうぐあいに販売するかということにつ

いては、特に宇城は五木食品だとか、フジパ

ン、山崎パン、こういうのがあるんですけれ

ども、そういうところに対する働きかけ等に

ついて、現在どういうぐあいになされている

のかというのが１つです。 

 それから、今お話がありました、特に今回

は農業者の戸別所得補償の中に米、それから

麦、大豆、つまり３点セットが入っていくわ

けですよね。そうすると、いずれにいたしま

しても、麦の主要作物としての位置づけとい

うのは高まらざるを得ない、高まっていく。

そうすると、今申し上げたように、じゃあど

ういうぐあいに広げていくかということにな

れば、さまざまな品種はありますけれども、

今ちょっとお話しいたしました「ミナミノカ

オリ」というのは、これは食パンとしては非

常に高い価値を持つわけですから、これをど
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ういうぐあいに広めていくか。 

 ただ、問題は――そこで農業試験場との関

係を言ったわけですけれども、これはつくり

方が非常に難しい。そうなると、その辺の収

穫時期をずらすだとかいう、こういう関連に

対する農業試験場との連携というのは非常に

重要になっていくわけですので、この辺の実

需、もちろん実需がなければ生産拡大はでき

ないわけですが、多少ＪＡもこの作付につい

てはちゅうちょしている状況でもありますの

で、その点を――問題はどこにあるかという

ことを的確に定めていただきながら、必要だ

というふうに思いながら、そのための問題点

をどうクリアしていくかという、そういう展

開を行っていただきたいということを申し上

げておきたいと思いますが、それに何か答弁

があればお願いしたいと思います。 

 

○本田農産課長 まず、県産麦の地産地消の

取り組みという点でちょっと事例を御紹介い

たしますと、例えば学校給食での利用という

点では、現在県産小麦を使いました「ひのく

にパン」というのを提供しております。この

「ひのくにパン」には、県産小麦の割合が25

％、通常のパンには10％ということで利用さ

れております。それと、現在米粉パンの推進

をやっておりますけれども、米粉パンにおき

ましても、米粉が65％ですけれども、残りは

県産の小麦ということで使っております。 

 それと、あと補足的に申し上げますと、例

えば県庁食堂のうどんにおきましては県産小

麦、これは「チクゴイズミ」ですけれども、

そういうのが使われておりますし、あるいは

農商工連携ということでの新商品開発という

ことで申し上げますと、先ほど委員からお話

のありました、ＪＡ熊本うき、熊本製粉の共

同でつくられました熊本豚骨ラーメンとか、

そういうものも進んでおります。 

 そういうところを含めまして、県として

も、各課連携しながら、そういうところに売

り込みをしていきたいと思っております。 

 

○板東流通企画課長 流通企画課でございま

す。 

 先ほどもありました、今本田課長からもご

ざいました、いわゆる生産販売部分、生産部

分につきましての部分を全体まとめまして、

どの形で売るかということを流通企画課はや

っております。特に、商談会の部分あるいは

現場の生産からいいますと、やっぱり生産者

とそして加工者のマッチングの問題、この点

につきましては現在やっておるところでござ

います。 

 特に、熊本でできたものにつきましては、

今米粉あるいはめん等とございますけれど

も、これは、県内から、五木産等につきまし

ては海外まで輸出されているところもござい

ます。そういうふうな意味で、やはり売ると

いうところにつきましてのプラットホームを

つくるという形で、私たち、取り組んでまい

りたいというように考えております。 

 

○鬼海洋一委員 どこに問題があるかという

ことを突き詰めてもらって、そこをクリアし

ないと先に広がらないですよね。これは何回

も同じことを過去申し上げてきました。です

から、今度本田課長がそこに座られましたの

で、ぜひ先に広げていただくように、麻生局

長も、この件についてはよく御存じのことで

ありますから、あわせてお願いしておきたい

と思います。 

 それから、もう一つ、たしか代表質問で申

し上げたというふうに思うんですが、今年度

の米の１等米比率の低下、これはもう惨たん

たるものでした。これは代表質問でも申し上

げたとおりですけれども、それは温暖化に対

応する品種として問題ではないかというふう

に言いましたけれども、それは基本的な問題

だというふうに思いますが、もう一つの問題

は、この47ページでも書いてありますけれど
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も、米穀乾燥調製施設というのが書いてあり

ますけれども、カントリーの運営の、運転の

あり方に問題も一つあるんですね。全部そこ

に持っていきますから。 

 今一つの流行というのは、非常に自立した

と言うとちょっと語弊がありますけれども、

自分のところで米の乾燥施設を持っていると

ころが非常に多く出てきています。ですか

ら、カントリーの利用率というのはだんだん

低下しているんですね。ＪＡの組合員の中

で、利用する人がだんだん減っている。それ

はなぜかというと、自分で乾燥して、自分で

出すことによって、さっきのとちょっと関連

があるというふうに思うんですけれども、１

等米比率を高めて、そして自分のルートで販

売するという、こういう農家が出ているんで

すが、一方、残った農家の中で、カントリー

の利用に対するさまざまな問題点って非常

に、特に松橋あたりもそうですね。１等米比

率がゼロなところのカントリーを使用してい

る場所だってあるわけです。そういうところ

に対する認識とＪＡとの連携というか、につ

いてはどういうふうにお考えでしょうか。 

 

○本田農産課長 まず、カントリーの利用率

につきましては、確かに委員おっしゃるよう

に、若干低くなってきております。これは、

１つは、いわゆる転作を推進することによ

る、米の利用が若干減っているということ

で、まあ６割ぐらいになっていると思います

けれども、そういう中で施設自体も非常に老

朽化してきておりまして、そういうところも

含めましてより効率的な利用ができるよう

に、再編整備あたりも今後検討していく必要

があると思っております。 

 それと、１等米比率の低下という観点から

申し上げますと、ちょっと趣旨に合わないか

もしれませんけれども、基本的に地球の温暖

化ということで、高温障害の影響が非常に出

ておりまして、最近、特に本県の主力であり

ます「ヒノヒカリ」「森のくまさん」「コシヒ

カリ」そういうところが若干低下してきてお

りますので、耐暑性品種ということで「くま

さんの力」あたりを今後推進していきたいと

思っているところでございます。 

 

○鬼海洋一委員 そことのブランド米をつく

っていくという方針等の関係というのは、ど

ういうぐあいにお考えでしょうか。 

 

○本田農産課長 申しわけありません、ブラ

ンド米ということですか。 

 

○鬼海洋一委員 トップグレード。 

 

○本田農産課長 トップグレード米につきま

しては、基本的に良食味米という位置づけで

進めておりまして、例えばよく話が出ます特

Ａ米というお話がありますけれども、毎年、

日本穀物検定協会が食味を検査いたしまし

て、各地域の代表的な品種を食味でそういう

評価をされておりますけれども、このトップ

グレード米の事業におきましては、そういう

良食味米の産地づくりを進めまして、そうい

う良食味を中国の方に輸出していこうという

ような、そういう取り組みを進めているとこ

ろでございます。 

 

○鬼海洋一委員 その成果はいかがでしょう

か。 

 

○本田農産課長 良食味米の事業につきまし

ては、現在阿蘇地域が中心になっております

けれども、今からということで、地元の方で

そういう取り組みを始めているところでござ

います。 

 あと、輸出の方につきましては、昨年、委

員の方にも大変お世話になりまして、おかげ

さまで試験的な展示ということで、昨年中国

の方に米のパックライス、これは加工した米
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でございますけれども、そういうのを出させ

ていただきました。地元の方でも非常に好評

だったということもありまして、引き続き展

示、将来的には、先般から新聞にも載ってお

りますけれども、精米施設あるいは薫蒸施設

あたりを正式に登録ができました暁には、そ

ういうところを通じまして精米を輸出してい

きたいと思っております。 

 

○池田和貴委員長 ほかにございませんでし

ょうか。 

 

○田代国広委員 70ページから74ページ、農

地整備課で、全体78億以上の予算が措置され

ております。民主党に政権がかわりまして、

コンクリートから人へということで、特に農

地整備関係、大きな被害といいますか、カッ

トされたわけなんですが、ずっと今度の新年

度予算についてもいろいろと不安を持ってお

ったんですけれども、今回のその予算措置に

ついて、どういった認識を持っておられてい

るのかが１つと、もう一つは、71ページの迫

井手地区、大体これは私の地元ですけれど

も、面工事については、昨年の補正でおおむ

ねできるというふうに言われておりまして、

多分できていると思いますが、いわゆる水路

とか外溝工事と申しますか、これは3,000万

ついておりますけれども、これでこの事業は

完全に終了するのかどうか、２点についてお

尋ねしたいと思います。 

 

○宮崎農村計画課長 委員御質問の前半の部

分、農業農村整備予算案について、私の方か

らお答えをさせていただきます。 

 委員御指摘のとおり、平成22年度の予算編

成におきまして、国の予算が相当大幅に削減

されたという影響が、本年度予算において

も、やはり県でも出ております。 

 予算といたしましては、県営事業を中心に

した事業費といたしまして136億円を計上さ

せていただいておりますけれども、平成21年

度、削減前に比べますと、やはり相当の落ち

込み、予算時点でも落ち込みがあるというよ

うなことでございます。 

 それから、本年度に入りまして、具体的に

国の方から割り当て――財源はほぼ交付金に

なっておりますけれども、割り当てが本県に

参りまして、現時点で県営事業等に使えます

事業費といたしましては116億円程度という

ことでございますので、予算段階よりもさら

に減っておるというようなことでございまし

て、具体的には、新規で本年度要望をいただ

いておりました13地区につきましては、こう

いうような予算状況でございますので、しば

らくちょっと凍結をさせていただいていると

いうような状況。 

 それから、継続地区につきましても、要望

をいただいた額をそのまま割り当てるという

わけにはまいりませんので、工期につきまし

ても、２年以上やはり平均して延びるのでは

ないかというふうに考えておるところでござ

います。 

 

○田上農地整備課長 県営経営体育成基盤整

備事業の迫井手地区でございますけれども、

ここに3,150万円ということで予算計上して

おりますけれども、これ以外に、昨年の11月

補正予算で１億7,600万円ほど補正いただき

まして、その金も合わせまして今事業を実施

しているところでございます。したがいまし

て、迫井手地区につきましては、地元の要望

どおりに、今年度できているところでござい

ます。 

 

○田代国広委員 今宮崎課長の説明のとお

り、非常に厳しい財政、事業内容なんですよ

ね。ですから、今から先、低コストを目指す

なら、やっぱり基盤整備は当然必要だし、老

朽化している水路もたくさんあるわけですよ

ね。そういったことを考えると、しっかり皆
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さんもそういった活動をしていただくわけで

すが、我々も、しっかりとやっぱり政治の中

で、現場の声と申しますか、実情を訴えて、

政府に理解を求めていくことが必要だという

ふうに思っておりますので、私たちも頑張り

ますから、皆さんたちも頑張ってください。

お願いします。 

 

○池田和貴委員長 宮崎課長、もう少し先ほ

どの予算関係について、今年度116億円とい

う御説明がございましたが、それはもうすべ

て国の方からの分をしているんですか。それ

とも、県が少し工夫をして補っているとこ

ろ、そういったところがあれば、ちょっとそ

の辺の説明もお願いをいたします。 

 

○宮崎農村計画課長 先ほど申しました116

億円の中には、委員長からお話がございまし

たように、国の大幅な予算の削減を受けまし

て、県としても、やはり何とかしないといけ

ないということで工夫をしたのがございま

す。主に３つ工夫をしたというふうに申し上

げていいかと思います。 

 １つは、昨年の11月補正におきまして、国

の経済対策を最大限活用するということで、

28億円を計上させていただきまして、本年度

の非常に大きな前倒しといいますか、前倒し

というような形で予算を組ませていただいた

というのが１点でございます。 

 それから、２点目が、説明資料の73ページ

で、農地整備課の方から御説明をいたしまし

たけれども、国の新規事業、これは単年度予

算でございますけれども、予算におきまし

て、県営事業のうち、この事業の趣旨に合う

もの、暗渠排水でございますとか、そういっ

たものについては、この事業でもって予算の

手当てをして県営事業の推進ということを図

ったと、これが予算的には11億円。実際に11

6億円と今申し上げましたけれども、割り当

てがございましたのが10億円でございますの

で、予想よりも減っております。 

 それから、最後にでございますけれども、

次の74ページで御説明をいたしました農業農

村緊急対策事業ということで、これにつきま

しては、一昨年の経済対策の基金を活用いた

しまして県営事業を推進するということで、

単県事業、簡単に申し上げますと、国からの

補助金が参りませんので、その部分を県が肩

がわりするという形で事業を進めるというこ

とで、こういった形態の単県事業は農業農村

整備では初めてだと思っております。これに

ついて、18億円という金額を組ませていただ

きましたので、合わせまして、今現在割り当

てとしてあるものを加えますと116億円とい

うようなことでございます。 

 

○池田和貴委員長 ということは、そういっ

た今３点、県の方で工夫した分の説明がござ

いましたが、それを除いた金額というのは幾

らになりましたっけ……。 

 

○宮崎農村計画課長 約60億円でございま

す。ですから、県で工夫をしたのが半分ぐら

いというような形でございます。 

 

○池田和貴委員長 ありがとうございまし

た。 

 ということは、これは来年の話はなかなか

難しいところではございますが、まだ国の概

算要求等も、予算の関係も始まっていません

が、そういったものが、今県が工夫したよう

なことができなければ、もう来年度というの

はかなりの予算減、実際に農業をやられてい

る皆さん方の要望にこたえることすら難しい

ような状況があるというふうな説明だろうと

いうふうに思っております。 

 そういった意味におきまして、今回、最後

になりますが、私たち委員会の方でも、意見

書の方を国の方に対して出したいというふう

に思っておりますので、内容については最後
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の方に御説明をさせていただきたいと思いま

す。よろしくお願いいたします。 

 ほかに何かございませんか。 

 

○城下広作委員 先ほど鬼海委員の話の終わ

りの方の部分にちょっと関連でかぶるんです

けれども、中国に日本の米はどのくらい輸出

されているか、わかれば教えてください。そ

のうち、熊本の量はどのくらいかということ

をまず教えてください。わかりますか。わか

らなければ、熊本の分だけでもいいです。 

 

○本田畜産課長 中国にはまだ輸出の実績は

ございません。精米としてはですね。 

 

○城下広作委員 熊本の分は精米としてはな

いということですね。だけど、よその県は結

構あっていると思うんですね。ただ、やっぱ

り九州、まあ西日本で一番量が多いと、まし

てや一番近いところ、戦略ちょっと遅きに失

したかなという感じが否めないというふうに

思います。 

 いずれにしろ、農業の問題は――ＴＰＰの

問題でいずれにしろ日本にどうんと攻めてこ

られると、逆に守りだけじゃなくて、こっち

は攻撃で逆に売らにゃいかぬということも考

えるというのが大きな農業政策だというふう

に思います。 

 そのとき、熊本も米どころですから、やっ

ぱり出すというのは加速をしなきゃいけな

い。そのときに、皆さんが今から輸出に対し

て助成をするわけですから、どういうことを

向こうで戦略的に考えたら売れるというふう

に考えるのか、価格なのか、品質なのか、い

ろいろ加工で出すのか、その辺が戦略的にあ

るならちょっと教えてください。 

 

○本田農産課長 まず、現在中国に出ており

ます精米の米は、基本的に新潟県の米がほと

んどだと聞いております。その一つの理由

は、中国で、日本で一番よい米という認識か

何かされておりまして、それをもとに新潟を

指定して買われているということでございま

すけれども、その前提となりますのが、精米

施設あるいは薫蒸施設ですね。これが日本に

は今のところ神奈川県に１カ所しかありませ

ん。そういうことで、非常に量的に限られる

ということと、例えば熊本からそこを使いま

すと、なかなか距離的にもありますし、また

経費的にも高くつくということで、今まで何

回か検討はさせていただいたんですけれど

も、実現しなかったということです。 

 昨年、実は、初めてＡＳＥＡＮ博、広西省

の南寧市でありましたＡＳＥＡＮ博の方に出

展ということで出させていただきましたけれ

ども、そのときには非常に日本国産のそうい

ういわゆる、何というんですか、おいしいお

米ですね。そういうのが非常に好評だったと

いうことで、中国のいろいろ手続していただ

きました業者の方からも、こういうのは非常

に売れるということで、そういう感触は得て

おります。 

 ただ、中国内での販売状況を見てみます

と、中国国内でも同じような日本米が実は売

られておりまして、例えばこちらから持って

いきました日本産の米ですと、１キロで例え

ば2,000円とかしますと、中国国内でできま

した日本米みたいな品種のものは1,000円と

か、中国国内でつくられるそれ以外品種です

と、例えば１キロ当たり100円とか50円と

か、そういうレベルだと聞いております。 

 そういう中で、中国の富裕層に対して、非

常に高品質なところが好評ということではあ

りますので、そういうところをターゲットに

売り込んでいく必要があると思っておりま

す。 

 

○城下広作委員 今までは、その日本米とい

うのは、安心、安全で恐らく価格でも買って

いたと思うんですよ。しかし、残念ながら、
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ああいう震災の影響で、その安心、安全が今

揺らいでいるということで、本当悔しいけれ

ども、実際には九州の分は何の問題もない

と、こういうことをしっかりと言っていっ

て、やっぱり新潟で成功している、だけど、

私たち熊本でも成功するという、成功する手

だては何かと、それは必ず成功させるという

ぐらいのもので取り組まないと、なかなか助

成をしても、これは空手形になってしまうと

いうことで、その辺はよく分析して、ぜひ、

ある意味ではやっぱり価格もまねされるとい

うこともよくわかる相手ですけれども、どう

にかして、やっぱり13億おるというマーケッ

トは大きいわけですから、ここでやっぱり国

内だけで消費するというのはなかなか難しい

部分も、やっぱり一番隣国である中国に対決

するというのは大事なことだと思うし、その

ためには大変なハードルもありますけれど

も、ぜひ頑張っていただいて、よその県に負

けないで熊本が、まあ本当姉妹友好都市でも

いいですから、とにかく徹底して広げるよう

な工夫、努力を頑張っていただきたいという

ふうに要望しておきます。 

 

○池田和貴委員長 ほかにございませんか。

――ないようであれば、これでここまでの質

疑を終わりたいと思います。 

 午後の休憩に入らせていただきたいと思い

ます。時間は、１時から次の委員会を再開し

たいと思いますので、よろしくお願いいたし

ます。 

 それでは、１時まで休憩したいと思いま

す。お疲れさまでございます。 

  午後０時６分休憩 

――――――――――――――― 

  午後１時１分開議 

○池田和貴委員長 それでは、休憩前に引き

続き会議を再開いたします。 

 森林局、水産局の説明を受けたいと思いま

す。 

 

○河合森林整備課長 森林整備課でございま

す。75ページをお願いいたします。 

 森林整備地域活動支援交付金事業でござい

ます。 

 これは、森林・林業再生プランの実施に伴

い、森林経営計画作成や施業集約化の促進、

作業路網の改良等に対して、市町村を通じて

交付金を交付し、支援を行うものです。 

 次の76ページをお願いいたします。 

 新規事業の市町村森林情報緊急整備事業で

ございます。 

 本事業は、森林計画制度が見直され、本年

度内に市町村森林計画の一斉変更を行う必要

があり、これに必要な森林ＧＩＳの導入経費

や計画変更に要する経費への補助を行うこと

としております。 

 77ページをお願いいたします。 

 森林・林業再生モデル事業でございます。

新規事業でございます。 

 県有林に高密度の路網と機械化した効率的

な作業方法による森林施業のモデル地を設置

し、技術者の養成と関係者への普及を図るこ

ととしております。 

 次の78ページをお願いいたします。 

 水とみどりの森づくり事業でございます。 

 この事業は、水とみどりの森づくり税を活

用した事業です。 

 ２の事業内容に掲げております各事業を簡

単に御説明いたしますと、針広混交林化促進

事業は、森林所有者による管理が見込めない

人工林を対象に、強度の間伐を実施し、広葉

樹等の生育を促し、針葉樹と広葉樹がまじっ

た森林に誘導する事業でございます。 

 (2)のくまもと未来の森林植林加速化緊急

事業は、シカ被害による植林の見込まれない

林地への植林の実施等を行う事業でございま

す。 

 次の(4)の水とみどりの森づくり推進事業

は、ＮＰＯ法人等が、植栽や間伐等の森林整
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備活動等への支援を行うことにより、県民参

加の森づくりの機運の醸成を図る事業です。 

 次の79ページには、水とみどりの森づくり

普及促進事業がございます。 

 これは、森林ボランティア活動を支援し、

森づくりに関する県民の理解を深める事業で

ございます。 

 80ページをお願いいたします。 

 森林環境保全整備事業でございます。 

 本事業は、森林整備を推進するための中核

的な事業でございまして、植栽、下刈り、間

伐等の造林、育林に対して補助を行う事業で

ございます。 

 ２の事業内容の(4)、低コスト造林促進パ

イロット事業は、新規メニューでございまし

て、モデル的に取り組む低コスト造林に対し

まして支援を行う事業でございます。 

 81ページをお願いいたします。 

 間伐等森林整備促進対策事業でございま

す。 

 この事業は、間伐や作業道の整備を行う事

業でございまして、定額の助成を行うという

ものでございます。これによりまして、森林

所有者の負担の軽減も図ることができます。 

 次の82ページをお願いいたします。 

 県有林事業でございます。 

 この事業は、県内にございます約１万1,00

0ヘクタールの県有林の管理、運営を行うも

のでございまして、境界の管理、間伐等の森

林整備を行うもの、また分収林の木の売り払

い等を行う事業等を実施してございます。 

 次に、林業公社事業です。 

 この事業は、熊本県林業公社に対しまし

て、事業運営費の貸し付け等を行う事業でご

ざいます。 

 林業公社の経営改善につきましては、引き

続き分収割合の見直しや長伐期化等が着実に

実行されるよう、林業公社を支援、指導して

いくこととしております。 

 森林整備課は以上でございます。よろしく

お願いいたします。 

 

○岡部林業振興課長 林業振興課です。83ペ

ージをお願いします。 

 まず、緑の産業再生プロジェクト促進事業

です。 

 これは、平成21年度造成された熊本県森林

整備促進及び林業等再生基金を活用して、機

械化や加工施設などの施設整備に取り組み、

林業、林産業の再生を図るもので、本年度

は、高性能林業機械、製材加工施設、特用林

産施設など、26施設の整備などを実施するも

のです。 

 84ページをお願いします。 

 特用林産物及び緑化木生産の振興対策事業

ですが、これはシイタケなどの特用林産物の

生産振興や需要拡大を図るもの、また、緑化

木を安定的に供給するため、団体へ助成を行

うものであります。 

 事業内容としては、生産加工施設の整備や

研修会、販売促進イベントに対する助成、ま

た生分解性ポット普及への助成などを行うも

のです。 

 続きまして、85ページをお願いします。 

 昨年度から実施しております林建連携雇用

創出プロジェクト事業です。 

 林業従事者の高齢化、後継者不足、一方

で、建設業においての公共工事の減少などに

よる雇用問題があると言えます。そこで、林

業担い手の確保や建設業から林業への参入を

支援するとともに、森林施業の集約化を進め

て、山村地域の雇用や活性化を目指すもので

あります。 

 事業内容としては、県下５地域におきまし

て、(1)の森林組合や建設業などがメンバー

となる連絡会議の開催、あるいは(3)、建設

業の機械を林業に使用するための部品の購入

や林業機械のリースに対する助成、さらに

(5)の長期や短期の各種研修への助成などを

計画しています。 
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 続きまして、86ページをお願いします。 

 林道事業です。 

 林道は、林業経営、森林の総合利用や山村

の生活環境の改善にとって必要な施設であり

ます。本年度は、緑資源幹線林道菊池人吉線

を初め、計29路線について事業を実施するこ

ととしております。 

 続きまして、87ページをお願いします。 

 くまもと地産地消の家づくり推進事業で

す。 

 これは、県産の木材と畳表を提供し、県民

の方へ地産地消の意識を醸成していただくこ

とで、県産材の需要拡大を図るものです。 

 県産木材を一定割合以上使った新築住宅、

またはリフォームをする施主の方及び補助を

受けずに公共性の高い建物、病院や介護施設

などを建設される民間事業者の方に、県産材

を提供するものです。 

 林業振興課は以上です。よろしくお願いい

たします。 

 

○本田森林保全課長 森林保全課でございま

す。資料88ページをお願いします。 

 治山事業でございます。 

 治山事業は、梅雨前線豪雨や台風等による

山地災害の復旧及び山地災害の防止を図るた

めに実施するものでございます。本年度は、

平成22年度の梅雨前線豪雨災害及び過年度の

台風災害等の復旧工事並びに山地災害の防止

工事など、県内96カ所で実施を予定しており

ます。 

 資料89ページをお願いします。 

 保安林整備事業でございます。 

 県内には約10万ヘクタールの民有保安林が

指定されております。この民有保安林におい

て、台風等の気象災害により荒廃した保安林

の機能を回復するために、改植や保育などを

実施するものでございます。本年度は、県内

62カ所の実施を予定しております。 

 森林保全課は以上でございます。よろしく

お願いします。 

 

○池田和貴委員長 これから水産局の方に移

ります。 

 

○鎌賀水産振興課長 90ページをお願いいた

します。 

 くまもと水産業の元気づくり事業でござい

ます。 

 この事業は、水産業の元気づくりを通じま

して、地域の活性化を創出することを目的と

しております。新たな加工品等、売れる水産

物づくり、水産業を活用した観光の創出を事

業内容としておりまして、天草地域を主体に

実施していくこととしております。 

 次に、92ページをお願いいたします。 

 熊本産「クマモト・オイスター」づくり事

業でございます。 

 世界的なブランドとなっておりますクマモ

ト・オイスターを、県内で種苗の量産化、養

殖試験を行い、さらに、新たなくまもとブラ

ンドとして販売体制の確立を目指すものでご

ざいます。 

 事業内容としましては、稚貝50万個を目標

としました稚貝の量産化試験、衛生管理のた

めの海域調査や細菌数の調査、それに養殖技

術の向上等のための研修、調査等を行うこと

としております。 

 もとに戻っていただきまして、91ページで

すが、安心につなげる養殖魚づくり推進事業

でございます。 

 この事業は、養殖魚の安全性確保を図るた

めの基本的な衛生管理指導、それに、適正な

養殖を行う業者の認証を行います熊本県適正

養殖業者認証審査会の運営、それに、その指

導を行う事業でございます。 

 次、93ページをお願いいたします。 

 赤潮対策事業費でございます。 

 この事業は、従来から継続して行ってきて

おります赤潮の調査や漁業者も含めました赤
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潮監視ネットワーク体制の整備に加え、昨年

度から、赤潮プランクトンを特殊な粘土や塩

を散布することによって発生初期に駆除する

ため、海水養殖漁協が主体となって行う作業

を支援するものでございます。 

 昨年度は、シャットネラ赤潮により養殖魚

に大きな被害を出しておりますが、この駆除

作業により、赤潮プランクトンの増殖を一時

的におくらせる効果が見られております。 

 次に、94ページをお願いいたします。 

 みんなで育てる豊かな海づくり事業でござ

います。 

 この事業は、本県におきます栽培漁業、資

源管理型漁業を一体化して推進している事業

でございます。資源管理やマダイ等の共同放

流事業等に対する補助、また、放流用の種苗

生産の委託費を計上いたしております。 

 以上、水産振興課です。終わります。よろ

しくお願いいたします。 

 

○平尾漁港漁場整備課長 漁港漁場整備課で

ございます。95ページをお願いいたします。 

 水域環境保全創造事業につきましては、効

能が低下している漁場生産力の回復や水産資

源生息場の環境改善を図るために、覆砂によ

る底質改善や藻場造成等を行います。 

 アサリの漁獲量減少に伴い、干潟漁場の底

質改善を強化する必要があり、有明海、八代

海で覆砂を、また天草東で藻場造成を実施い

たします。 

 広域漁港整備事業につきましては、安全で

安心な水産物の安定的、効率的な供給を図る

ため、漁港の計画的な整備により、水産物の

生産・流通拠点づくりを推進します。 

 牛深漁港での防波堤整備のほか、３漁港で

外郭、係留施設等の整備を推進してまいりま

す。 

 次に、96ページをお願いいたします。 

 赤潮対策底質改善検証事業につきまして

は、今年度の新規事業となりますが、これ

は、赤潮の発生に防止効果があると考えられ

る覆砂工法により、赤潮の発生源となる休眠

細胞が多く分布する海域において覆砂を行

い、実施区と非実施区の発芽状況を比較する

ことにより、赤潮発生に対する抑止効果を検

証することを目的とするもので、八代海北部

及び天草下島東岸の２カ所で実施するもので

ございます。 

 なお、事業期間につきましては、検証事業

であることから、本年度限りとなっておりま

す。 

 漁港漁場整備課は以上でございます。 

 

○池田和貴委員長 以上をもちまして森林

局、水産局からの説明が終わりました。 

 質疑を行いたいと思います。御質問、御意

見はございませんでしょうか。 

 

○中村博生委員 赤潮ですけれども、ことし

も何か警報が出とったと思いますが、今の状

況的にはどうなんですかね。 

 

○鎌賀水産振興課長 水産振興課でございま

す。 

 以前６月に警報を出しておりました赤潮

は、現在は、警報を解除して、消えておりま

す。現在は、アサリのえさなどになります珪

藻プランクトンが大量に発生しておりまし

て、そのプランクトンはまだ養殖魚などに害

を与えるものではございません。昨年度、大

きな被害を出したシャットネラ・アンティー

カにつきましては、先々週ぐらい、幾つかの

地点で少し見えておりましたけれども、まだ

赤潮となるような状況ではございません。 

 

○中村博生委員 ことしは結構雨で増水した

関係もあっとでしょうけども、去年はどやん

だったか記憶になかっですが、何か大水が出

たときはよかごたる話も聞くけども、そうい

うのはどうなんですか。 
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○鎌賀水産振興課長 赤潮の発生状況、それ

ぞれ年々によっていろんな状況がありまし

て、予断を持ってここでどうかというのは非

常に難しい問題でございますけれども、現状

としましては、川から栄養塩が流れ込んで珪

藻類が発生しているということでございます

ので、害があるようなプランクトンというの

はしばらくは発生しないのかなと思っており

ます。ただ、油断はできませんので、調査は

続けている状況です。 

 

○中村博生委員 よろしくお願いしますね。 

 

○池田和貴委員長 ほかにございませんか。 

 

○城下広作委員 85ページの例の土木の建設

に従事された方が、仕事がなかなか厳しいか

ら、林建の方にといいますか、森林の方にと

いうようなことで、大分誘導をされてはいる

んですけれども、これの状況といいますか、

今のそういう可能性といいますか、ちょっと

その辺を教えていただきたいと思います。 

 

○岡部林業振興課長 委員御質問の林建連携

の状況でございますけれども、先ほど事業の

(1)で御説明いたしました森林組合と建設業

等との意見の交換、協議、連絡会議ですけれ

ども、それには、県下５地域で建設業の方が

合計31社、それと林業事業体の方が２社で、

合計33社の方が協議会に参加していただい

て、参加の有無とか、いろんな状況の説明を

されております。 

 それと、御説明はいたしませんでしたけれ

ども、建設業の方に作業道をつくっていただ

こうということで、これも助成制度を特別に

設けておりますけれども、昨年は13の企業の

方に延長で11.6キロの作業道を作設していた

だくなど、初年度ということではありますけ

れども、そういう実績を見ているところでご

ざいます。 

 

○城下広作委員 土木の方は、なかなか仕事

が右肩上がりであるということはもうあり得

ないものですから、確かにシフトが、だけ

ど、簡単ではないということもわかるんです

けれども、機械とか、いわゆる土木、どちら

かというと少し共通する部分もあるから、知

事もかなり肝いりで、何かこういうふうな形

にシフトして、生計ができる道筋はできない

のかと考えてあるわけですから、どうか何か

仕事の部分として定着できるように、これは

ちょっと力を入れていかないと、林建の部分

で芽が出るというのはなかなか難しいと思い

ますので、ある程度そういう意味ではそこに

誘導するような形で、仕事の部分も、林務

の、いわゆる搬入搬出をしやすいような形の

林道の整備というのは、もう仕事とパッケー

ジでやるような形にやっていくといいのかな

という感じがします。 

 まあ、初年度ですから、なかなか効果も今

からでしょうけれども、ぜひこの事業は頑張

っていただきたいと思います。違う福祉だと

か、農業だったら簡単にできぬものだから、

やっぱり機械を持って転用できるというのは

大体が限られてきますもんね。こういう分野

というのは大事だと思いますので、頑張って

いただきたいというふうに思います。 

 

○池田和貴委員長 ほかにございませんか。 

 

○鬼海洋一委員 これは82ページ。これも何

回も指摘をしている林業公社の状況ですけれ

ども、債務残高の問題を含めて、構造的に困

難な状況にあるということはすべて皆さんが

御承知のとおりですけれども、毎年毎年決算

委員会の中でも指摘をされる中身ですよね。

これをどういうぐあいに今後改善していくか

という、抜本的な改善ということを、何回も

これも出ていることですけれども、今回、ま
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たこれだけの貸し付けをするわけですよね。 

 それで、経営の状況と抜本的な対策という

ものについて、どういうぐあいに今議論がさ

れているのかということをお示しいただきた

いと思います。 

 

○河合森林整備課長 森林整備課でございま

す。 

 林業公社の経営の状況といたしましては、

公社の方で管理している面積が9,300ヘクタ

ールという非常に大きな面積を管理しており

まして、森林整備のための資金というのは、

現在県からの貸付金をもって事業を実施して

いるという状況でございます。 

 今現在林業公社が管理している森林という

のは、比較的県の平均の森林の状況よりも若

い森林が多いということがございまして、当

面の間は、育林、保育に係る経費というのが

かかるということは委員も御存じのことかと

思います。 

 それで、もう一点の経営改善に向けた取り

組みということでございますけれども、林業

公社におきましては、平成15年２月に出され

ました熊本県林業公社経営検討委員会の提言

に沿って事業の合理化等を行っておったとこ

ろでございますけれども、その後、検討委員

会を再度設置いたしまして、平成20年３月に

外部の有識者から成ります熊本県林業公社経

営改善推進委員会からの提言をいただきまし

て、長伐期間の推進、分収割合の見直し等の

追加的改善策に取り組むということで、その

方針に沿って行っているところでございま

す。 

 ちなみに、分収割合、また期間延長の変更

というのを、一昨年の21年度、22年度に行っ

ておりまして、全体の契約の相手方、1,447

名の方がおられますが、その中で協議を行っ

た方が677名と、約半分の方に協議を行って

いるという状況でございます。 

 

○鬼海洋一委員 大体そのことについてはわ

かっているつもりですが、今財務の状況です

よね。その辺が、今回もまたこれだけの貸し

出しをするわけですけれども、改善をする見

通しについて、いかがですか。 

 

○河合森林整備課長 今回の５億円程度の県

からの貸し付けを行うというところでござい

ますが、実際の使途といいますのが、県、ま

た日本政策金融公庫への償還金に当たる部分

が多うございます。また、金融公庫に対する

利子の支払いというものがございまして、そ

の部分が非常に大勢を占めておるという状況

でございます。 

 22年度の林業公社の決算の内訳を見ます

と、事業の内訳、実際に事業を実施している

部分というのは、予算額よりも割といい状況

といいますか、売り上げが上がったというと

ころもございますし、経営改善というのを図

っておるところでございますが、以前に借入

いたしました資金に関する返還金等が多うご

ざいますので、その部分が非常に林業公社全

体の経営を圧迫しているという状況でござい

ます。 

 

○鬼海洋一委員 えらい簡単に今お話しいた

だいているわけですけれども、その債務の状

況については極めて厳しい、債務残高はだん

だん膨張の一途をたどっている。じゃあ、そ

れは改善できるんですか。 

 

○河合森林整備課長 先ほど申しました経営

改善委員会で試算した結果によりますと、非

常に長期でございますが、平成96年の債務残

高というのは88億円になるということでござ

います。また、その材価が上がるということ

であれば、場合によっては、その88億円の債

務も解消される見込みがあるということの委

員会の結果を受けて、そのように進めておる

ところでございます。 

 - 36 -



第２回 熊本県議会 農林水産常任委員会会議記録（平成23年６月28日) 

 なお、今現在、平成22年度末の借入金は約

300億円ということになってございまして、

非常に大きな金額となってございますことは

承知してございます。 

 

○鬼海洋一委員 猶予ならざる事態にあると

いう認識をまず持たないと、先ほどの報告を

聞いていると、何か非常に簡単なような感じ

を受けるわけですけれども、しかし、そうで

はない。まさにこの問題は、抜本的にどうす

るかというめり張りをつける、手直しにかか

わる議論とその解決策がなければ、そう簡単

に、しかし、今回も貸し付ける金額にしたっ

て、将来的にはさらにふえていくわけですか

ら、そういう意味では、先に延ばしていくだ

けの話ですので、この辺もやっぱりどこかで

区切りをつけるような取り組みをお願いした

いというのが私の希望です。ずっと10数年来

言い続けておりますけれども、ぜひ真剣にこ

としぐらいは考えていただきたいというふう

に思います。 

 

○池田和貴委員長 ほかにございませんでし

ょうか。――ないようでありますので、次

に、付託議案等の審査に入ります。 

 関係課長から順次説明をお願いいたしま

す。 

 

○国枝農林水産政策課長 横２点どめのもう

１冊の資料の方をお願いいたします。予算関

係及び条例等関係と記載してあるものでござ

います。 

 この資料は３部構成になっておりまして、

赤いタブがついておりますが、最初が６月補

正、それから、その次が予算の繰り越しに関

する部分、一番最後に条例等関係というふう

になってございます。各課ごとに説明をさせ

ていただきます。 

 初めに、最初の１ページでございます。 

 ６月補正の予算の総括表でございます。 

 ２億円余の増額補正でありまして、合計し

まして補正後は528億円余となってございま

す。 

 補正予算につきましては、政策課関係はご

ざいません。 

 次に、14ページをお願いいたします。 

 こちらは繰り越しに関します総括表でござ

います。 

 ２月議会の方で御審議いただいた内容の範

囲でございますけれども、明許繰越額の方が

152億円、事故繰り越しが２億円余、合計し

まして155億円余の繰り越しとなってござい

ます。 

 ページをめくっていただきまして、15ペー

ジをお願いいたします。 

 政策課関係の繰越明許費でございます。 

 農研センター、林業研究指導所、それから

水産研究センターにおきまして、施設の整

備、改修、それから試験研究機器の購入を行

うものでございます。いずれも昨年度の２月

議会において、経済対策によって補正で承認

いただいた事項でございます。 

 繰り越しの理由につきましては、年度内の

執行に努めましたけれども、施設の整備、改

修に時間を要したということで、より適切な

執行のためにやむを得ず繰り越しをしたもの

でございます。これにつきましては、早期発

注に努めてまいります。 

 下の16ページをお願いいたします。 

 こちらは政策課関係の事故繰り越しの方で

ございます。 

 こちらは、震災の影響により必要な物品の

調達がおくれまして、年度内に完了ができな

くなったものでございます。 

 それから次に、条例等関係でございます。 

 ページをめくっていただきまして、39ペー

ジ、40ページをお願いいたします。 

 こちらは専決処分の報告をさせていただき

ます。 

 職員の交通事故に関係するものでございま
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す。40ページの方をごらんください。 

 本年の２月14日に、職員が公務外出中に、

公用車を不注意により駐車中の車に接触させ

た物損事故でございます。 

 県側の損害賠償額は９万4,900円で和解協

議が調いまして、本年５月24日に和解につい

ての専決処分を行わさせていただいた分でご

ざいます。御報告をさせていただきます。 

 政策課関係は以上でございます。 

 

○吉田団体支援課長 団体支援課でございま

す。２ページに戻っていただきたいと思いま

す。お願いいたします。 

 農業金融対策費、1,346万円余の補正をお

願いいたしております。 

 内訳は、農業信用基金協会への出資金と経

営対策資金助成費の２つでございますが、説

明は下の段の経営対策資金助成費から先にさ

せていただきます。 

 この助成費は、説明欄にありますとおり、

施設園芸緊急支援資金助成費でございます。

内容を簡単に御説明いたします。 

 この冬の低温により、冬・春野菜を栽培す

る施設園芸農家では、燃油の高騰も重なりま

して、ハウスを加温するための経費が大幅に

増加いたしましたが、その一方で、そこで栽

培するトマト、ナスなどの販売価格が低迷い

たしたために、資金が不足し、経営の維持が

困難な状況にあるとの声が生産農家などから

寄せられました。 

 当部といたしましても、施設園芸農家のコ

ストを削減する取り組みを検討していた経緯

もございまして、本議会に、市町村、金融機

関と共同で利子補給を行います施設園芸緊急

支援資金の創設をお願いすることとしたとこ

ろです。 

 具体的な内容を簡単に御説明いたします

と、融資の対象となる農家は、野菜、花、果

樹を栽培されている農家で、昨年に比べて燃

料費が20％以上増加した場合でございまし

て、所得減少額が50％以上の農家は無利子と

し、所得減少額が10％以上50％未満の農家は

１％で資金を貸し付けることを予定しており

ます。 

 また、貸付限度額につきましては、個人が

500万円、法人が1,000万円を予定しておりま

す。利子補給期間は３カ年、融資枠は15億円

を予定しております。 

 さらに、信用力が不足し、資金を借り入れ

ることが難しい農家でも、無担保、無保証人

で借り入れることができるよう、県農業信用

基金協会への出捐を行う必要があると考えて

おります。その予算が、上の段の農業信用基

金協会出資補助でございます。 

 予算を御承認いただきましたなら、直ちに

市町村やＪＡ、市中銀行等に対する説明会を

開催するとともに、農家に対する制度の周知

を図り、資金を必要とする農家が速やかに借

り入れることができるよう進めてまいりたい

と思います。 

 団体支援課は以上でございます。よろしく

お願いいたします。 

 

○浜田担い手・企業参入支援課長 担い手・

企業参入支援課でございます。説明資料の17

ページをお願いいたします。 

 上段、下段ございますが、まず上段の企業

等農業参入支援事業費におきます156万6,000

円の繰り越しは、研修用ハウスの整備等の経

費でございます。また、下段でございます

が、農業大学校施設整備事業費１億1,194万

7,000円の繰り越しでございますが、これは

哺育牛舎の整備及び研修・研究用の備品、こ

ういったものの整備でございます。 

 上段、下段とも、本年の２月補正に措置し

たものでございまして、計画の策定あるいは

設計のための時間が足りず、やむを得ず繰り

越しをさせていただきました。 

 担い手・企業参入支援課は以上でございま

す。どうぞよろしく御審議いただきますよう
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お願いします。 

 

○板東流通企画課長 流通企画課でございま

す。資料３ページをお願いいたします。 

 ブランド確立・販路対策費といたしまし

て、補正額を要求しておるところでございま

す。 

 これは、去る３月に発生いたしました東日

本大震災に伴う福島原発事故を機に、安全性

を危惧する輸出相手国から、産地証明等の発

行が求められており、現在、農林水産省の要

請を受けて、県が発行しておるところでござ

います。 

 今回、この産地証明等の発行事務に係る非

常勤職員の任用経費を補正予算にお願いして

いるところでございます。よろしくお願いい

たします。 

 次に、資料41ページをお願いいたします。 

 地産地消の推進に関する施策につきまして

報告させていただきます。 

 なお、資料41ページから47ページにつきま

しては、議案書掲載の報告でございまして、

23年度の施策80を示しております。 

 なお、委員会におきましては、22年度の取

り組み成果を含めまして報告させていただき

ます。資料につきましては、50ページから73

ページでございますけれども、その前の48ペ

ージに内容を要約したものを添付させていた

だいております。これを用いて今回説明をさ

せていただきたいと思いますので、よろしく

お願いいたします。 

 48ページでございますけれども、まず、平

成21年３月６日の条例施行後、直ちにくまも

と地産地消推進庁内連絡会議を設置いたしま

して、庁内で連携をとりながら本事業を推進

しているところでもございます。 

 地産地消の推進に関しましては、ここにご

ざいます１の(1)の県民の方々への情報提供

による意識啓発を基礎としつつ、順番は前後

いたしますけれども、(4)の食文化、食育、

木育等を通じた農林水産業への理解の増進

や、(5)の都市と農村漁村、生産者と消費者

の交流といった取り組みを図るとともに、直

接的な地産地消の推進方策といたしまして、

(2)の多様な産業、組織と連携した農林水産

物の利活用の促進、あるいは(3)の県内農林

水産物の販売促進の取り組みを実施しておる

ところでございます。 

 22年度は、全部で８部局76施策を実施いた

しました。主なものをこの資料に沿って順番

に説明をさせていただきたいと思います。 

 まず、(1)の情報提供と普及啓発につきま

しては、ホームページ・熊本県地産地消サイ

トの開設によるインターネット――先ほどあ

りましたあの55万5,000件というやつでござ

ますけれども、やテレビ、イベントなどを活

用いたしました効果的な情報提供や普及活動

などを実施してまいりました。 

 一番下、成果にございますように、地産地

消への関心につきまして県民アンケートを実

施しておりますけれども、22年度は89.2％

と、着実に高まっているところでございま

す。 

 (2)の多様な産業、組織と連携した農林水

産物の利活用促進につきまして、ここでは球

磨焼酎のブランド化で、農林水産部が原料米

の生産、商工観光労働部がＰＲを連携して取

り組むことで、県産原料米の使用が45％と、

大きく増加をしておるところでございます。 

 また、(3)の県産農林水産物の販売促進で

ございますが、県内の物産館直売所や量販店

における販売促進活動の支援、消費拡大など

に取り組んでおるところでございます。 

 成果、最下段にございますように、直売所

の農産物販売額、平成20年の78億円から平成

21年の90億円と、経済の活性化、循環が進ん

でおるところでございます。 

 また、県有施設に設置する自動販売機につ

きまして、地産地消商品の提供を推進してお

るところでございます。専用の自販機も、県
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庁プロムナードや免許センターに設置された

ところでございます。 

 (4)の食文化や木育等を通じました理解増

進につきましてですけれども、ふるさと食の

名人、これは268名認定されておりますけれ

ども、伝統食の伝承や発信、地域の食材を使

ったメニュー開発など、地域内外に向けた活

動の取り組みを支援してまいりました。 

 (5)の交流関係につきましてでございます

けれども、生産者、消費者、流通や食品関係

の事業者など、1,700名を超えるくまもと

食・農ネットワークがございますが、これら

が取り組む地産地消フォーラム等の開催等を

支援しているところでございます。 

 次に、49ページに行きまして、23年度に推

進する主な施策の紹介をいたしたいと思いま

す。項目別にございますけれども、同じ順番

でございます。 

 (1)の普及啓発につきまして、魚食の普及

に向けた消費者に対する情報提供を行うくま

もと地魚マスター認証制度事業など、17施策

に取り組むことにしております。 

 また、(2)の利活用促進につきましては、

飼料用の稲を耕種地域と畜産地域で広域に連

携させて、畜産物を生産し、認知度向上と消

費拡大を進めるくまもと型飼料用稲生産流通

モデル推進事業など、24施策に取り組みま

す。 

 また、(3)の販売促進につきましては、県

産材の活用を推進する地産地消の家づくり推

進事業や県営団地の畳がえに県産畳表を使用

する公営住宅維持補修事業など、26事業に取

り組みます。 

 また、(4)の理解増進活動におきまして

は、毎月19日を食育の日として、ふるさとく

ま(熊)さん(産)デー、これは学校活動でござ

いますけれども、県産品を活用したメニュー

の学校給食での提供を支援する食育推進事業

など、６施策に取り組んでまいります。 

 また、(5)の交流につきましてでございま

すが、環境と調和したくまもとグリーン農業

により、消費者や企業の理解促進を図りなが

ら実施する流通・消費拡大事業など、７事業

に取り組みます。 

 以上、23年度に取り組む施策は８部局80施

策となっております。今後とも、商工業との

連携や観光振興との連携、さらには食文化等

の生活文化の継承などに配慮し、県民の郷土

愛をはぐくむような取り組みを地産地消と位

置づけ、関係機関と連携を深めながら、より

一層の推進を図ってまいります。 

 以上、御審議よろしくお願いいたします。 

 

○原むらづくり課長 予算関係でございま

す。４ページをお願いいたします。 

 山村振興対策事業費でございます。 

 内訳といたしまして、中山間地域等直接支

払事業の市町村推進事業費を、国庫の内示増

に伴い増額するものでございます。よろしく

お願いいたします。 

 次に、繰り越し関係でございます。18ペー

ジをよろしくお願いいたします。 

 繰越明許費でございます。 

 地域担い手経営基盤強化総合対策実践事業

費でございます。 

 錦町での畜舎建設工事が、宮崎県の口蹄疫

発生に伴いまして着工が遅延したために、1,

300万円余を繰り越したものでございます。

工事につきましては、６月で竣工しているこ

とを確認いたしております。 

 下段に参ります。 

 県営中山間地域総合整備事業費でございま

す。 

 11月補正で御承認いただきました事業費を

含めまして、９地区、４億6,300万円を、換

地や用地対策等に不測の日数を要したために

繰り越したものでございます。現在、竣工を

目指して鋭意努力しているところでございま

す。 

 ページをあけてもらいまして、19ページを
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お願いいたします。 

 事故繰り越しでございます。 

 地域担い手経営基盤強化総合対策実践事業

費でございます。 

 あさぎり町での共同乾燥施設建設工事で、

東日本大震災に伴いまして年度内竣工ができ

なくなったものでございます。現場の方、工

事は５月に竣工しております。 

 以上でございます。 

 

○松尾農業技術課長 農業技術課でございま

す。資料の５ページをお願いいたします。 

 農業改良普及費でございますけれども、こ

れは説明欄のとおり、東日本大震災の津波で

被害を受けました農地の除塩対策を支援する

ために、被災県に職員を派遣しまして、被害

農地の実態に応じた除塩計画ですとか、作付

計画の策定支援等を行うものでございまし

て、新規に426万円余の補正をお願いするも

のでございます。 

 農業技術課は以上です。御審議のほどよろ

しくお願いいたします。 

 

○本田農産課長 農産課でございます。資料

の20ページをお願いいたします。 

 小麦高付加価値システム化事業費、くまも

と地産地消の家づくり推進事業費、これは畳

表分です。それと、食料自給率向上・産地再

生緊急対策事業費、この３本につきまして、

それぞれ施設運営に伴う人員配置の調整、あ

るいは資材の入手難、あるいは地元との調整

ということで繰り越しを行うこととなったも

のでございます。 

 農産課は以上でございます。 

 

○野口園芸課長 園芸課でございます。６ペ

ージをお願いいたします。 

 説明の欄にございます、くまもと稼げる園

芸産地育成対策事業、既存事業の増額でござ

います。 

 昨年12月から３月の低温によりまして、重

油使用量の増加と価格の高騰から、生産現場

では、省エネ施設等の導入によるコスト低減

対策に取り組む農家が増加をしております。

そこで、施設園芸農家の省エネに対応した二

重カーテンあるいは循環扇などの施設、機械

等の導入に係る事業費助成の増を要求してい

るものでございます。 

 また、あわせまして、ハウスの軒高が低い

ために、省エネ効果の高い二重カーテンの導

入が困難なハウス、県内既存施設の７割を占

めるんですけれども、そういうハウスでの改

良技術の現地実証試験を行うものでございま

す。 

 繰り越しの方をお願いいたします。21ペー

ジでございます。 

 熊本みかん高品質化緊急対策事業費でござ

います。 

 ２月補正でお願いしたものでございます。

対象地域の園地調査のため、全額を繰り越し

て対応させていただいております。 

 園芸課は以上でございます。 

 

○平山畜産課長 畜産課でございます。資料

の22ページをお願いいたします。 

 明許繰越費に係る計算書でございます。 

 畜産流通センターの施設改修のほか、ＴＭ

Ｒセンターと呼んでおります飼料製造施設の

整備、中央家畜保健衛生所における口蹄疫対

策のための資材備蓄倉庫などの整備、公社の

畜産基地建設を行うものでございます。 

 繰り越しの理由は、効率的な施工を行うた

めに、設計などに時間を要したものでござい

ます。間もなく竣工を予定しておるものを含

め、早期完成に努めてまいります。 

 次、23ページをお願いいたします。 

 事故繰り越しに係る計算書でございます。 

 中央家畜保健衛生所における検査用物品購

入について、東日本大震災の影響で年度内の

納品が困難となったものでございます。な
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お、４月26日に納品は完了しております。 

 畜産課は以上でございます。 

 

○宮崎農村計画課長 農村計画課でございま

す。 

 繰越明許費でございますが、24ページをお

願いいたします。 

 農業農村整備推進交付金事業費でございま

すけれども、交付対象になっております団体

営の排水路の整備事業で、国から昨年12月に

補助金の追加内示がございまして、地元調整

に不測の日数を要したために、県から市への

交付金についても繰り越しをさせていただい

たものでございます。 

 農村計画課は以上でございます。よろしく

お願いいたします。 

 

○田上農地整備課長 ７ページをお願いしま

す。農地総務費でございます。 

 438万円余の増額補正をお願いするもので

ございますが、これは東日本大震災の復興支

援を行うため、農業土木技術職員を派遣する

ことに伴い必要となります非常勤、代替職員

の雇用に要する経費でございます。 

 続きまして、土地改良費と、次の８ページ

の農地防災事業費についてでございます。 

 説明欄に記載しておりますように、宇土市

の大河洲地区、芦北町の芦北地区、８ページ

の宇城市の北新田地区の債務負担行為の追加

をお願いするものでございます。 

 この３地区におきましては、いずれも排水

機場の整備を計画的に実施するものでござい

ます。 

 次に、25ページをお願いいたします。 

 繰り越しでございますが、25ページから26

ページにかけて記載しております。 

 26ページに合計を記載しておりますけれど

も、農地整備課といたしましては、県営かん

がい排水事業費から農地保全事業費まで、合

わせまして７つの事業で37億1,700万円余の

繰越額でございます。 

 22年度の11月補正予算及び通常の繰り越し

分として、用地補償や計画設計に関する諸条

件の関係でやむなく繰り越しをいたしました

けれども、事業効果の早期発現がなされるよ

う、工事の早期完了に向けて努力してまいり

ます。 

 次に、37ページをお願いいたします。 

 第８号議案工事請負契約の変更についてで

ございます。38ページで御説明いたします。 

 この議案は、平成22年２月定例県議会にお

きまして議決されました画図南部地区排水対

策特別事業第11号工事ほか合併請負契約につ

いて、工期を変更するものでございます。 

 詳細については記載のとおりであります

が、工事内容は、排水ポンプ製作据付工、工

事場所は熊本市御幸木部地内、契約金額５億

3,300万円余、請負業者は荏原製作所九州支

店社会システム営業所でございます。 

 変更内容は、工期を、平成22年３月４日か

ら平成23年８月31日までのところを、平成23

年10月24日までに延長するものでございま

す。 

 変更の理由としましては、排水機場本体と

吐き出し水槽とを結ぶ配管工事におきまし

て、作業の安全のために用いる埋設矢板の材

料が、東日本大震災の影響で予定どおり入手

できなかったためでございます。 

 農地整備課は以上でございます。 

 

○河合森林整備課長 森林整備課でございま

す。資料９ページをお願いいたします。 

 林業総務費でございますが、森林・林業再

生モデル事業につきまして、国庫内示増に伴

いまして増額をお願いしてございます。 

 次に、林業振興指導費でございます。 

 備考欄にありますように、間伐等森林整備

促進対策事業の路網整備に対する助成につき

まして、財源となる熊本県森林整備促進及び

林業等再生基金が今年度で基金事業が終了の
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ため、基金残を有効に活用することとして、

増額をお願いするものでございます。 

 続きまして、27ページをお願いいたしま

す。 

 繰り越しに関して御説明させていただきま

す。 

 森林整備課関係は、上から３つ目の欄にご

ざいます森林環境保全整備事業費で、112カ

所、12億6,700万円余を初め、６事業で174カ

所、21億1,000万円余を繰り越しておりま

す。 

 理由といたしましては、補正予算により繰

り越しをお願いしたものでございまして、い

ずれも年度内に完了する予定でございます。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○岡部林業振興課長 10ページをお願いいた

します。 

 上段の林業振興指導費の林業・木材産業振

興施設等整備事業費で、3,865万円余の増額

をお願いしております。 

 これは、熊本県森林整備促進及び林業等再

生基金を活用して、２事業体の高性能林業機

械の導入及び木材加工流通施設整備に対して

助成を行うものであります。 

 次に、下段の林道事業費で、新規として16

4万円余の増額をお願いしております。 

 これは、東日本大震災の復旧支援に、林道

関係の技術職員を派遣するのに要する関連経

費でございます。 

 続きまして、28ページをお願いいたしま

す。 

 繰り越し関係です。 

 林業費の県産材利用加速化促進事業費のほ

か、29ページにかけて、９事業、50カ所で23

億8,976万円余の繰り越しとなっておりま

す。なお、この中には、経済対策対応の補正

分、４億610万円余も含まれております。 

 繰り越し理由といたしましては、用地関

係、設計等に関する諸条件により、不測の日

数を要したものであります。５月末で３カ所

が完成しておりますが、他は年度内の完了を

予定しておるところでございます。 

 続きまして、30ページをお願いいたしま

す。 

 事故繰り越しであります。 

 林業費のフォレスト・コミュニティ総合整

備事業費で実施中でありました山都町の緑川

源流付近にあります湯鶴葉線におきまして、

工法を見直す必要が生じたほか、積雪等の影

響もあり、工事に不測の日数を要し、やむを

得ず事故繰り越しを行ったもので、3,741万

円余であります。他の部分の改良工事などと

あわせて、11月の完了を予定しております。 

 林業振興課は以上です。よろしく御審議の

ほどお願いいたします。 

 

○本田森林保全課長 森林保全課でございま

す。資料11ページをお願いします。 

 治山事業費でございます。 

 164万円余の増額補正をお願いしておりま

す。これは東日本大震災復旧支援に伴う治山

事業の技術者の派遣に伴う経費を計上してお

ります。 

 次、31ページをお願いします。 

 明許繰り越しでございます。 

 31ページ上段の治山事業費から32ページ下

段の過年治山災害復旧費まで、７事業、135

カ所で32億3,100万円余の繰り越しをお願い

しております。 

 繰り越し理由といたしましては、経済対策

に伴う補正予算のため工事着手がおくれたこ

と、また、昨年は降雪等の天候不順により事

業進捗がおくれたこと、さらに、地盤等の影

響による計画の見直しなどにより繰り越しを

行ったものでございます。いずれの箇所も、

年度内には完了の予定でございます。 

 続きまして、33ページをお願いします。 

 事故繰り越しでございますが、これは平成

 - 43 -



第２回 熊本県議会 農林水産常任委員会会議記録（平成23年６月28日) 

21年度の梅雨前線豪雨により被災しました八

代市泉町樅木地区の緊急治山事業と治山施設

の災害復旧事業でございます。 

 当該地区につきましては、事業実施後に地

すべりが発生し、調査や工法の変更に時間を

要した上、降雪による事業進捗のおくれが重

なって、やむを得ず繰り越しを行ったもので

あります。なお、事業は６月15日にすべて完

了しております。 

 森林保全課は以上でございます。御審議の

ほどよろしくお願いします。 

 

○鎌賀水産振興課長 水産振興課でございま

す。まず、12ページをあけていただきます。 

 水産業振興費のうち、水産資源保護育成事

業費、説明欄にありますとおり、これは、全

国豊かな海づくり大会を平成25年度に本県で

開催することを目指しまして、基本構想、基

本計画等を検討いたします実行委員会の運営

経費等として、今回新たに補正予算をお願い

しております。 

 下の欄、栽培漁業事業化促進事業費、これ

は、説明欄にございますみんなで育てる豊か

な海づくり事業につきまして、今年度から資

源管理・漁業所得補償対策が始まりました関

係で、これまで県に交付されていました国庫

補助金が、資源管理協議会へ変更して交付さ

れることになったため、県の予算の減額と財

源更正、あわせましてこの対策を推進するた

めの県の経費を追加いたしております。これ

らを合わせて118万2,000円の増額をお願いす

るものでございます。 

 次に、繰越明許費でございますが、34ペー

ジをお願いいたします。 

 赤潮被害対策実証試験支援事業費でござい

ます。 

 これは、22年度２月補正で、国の交付金に

基づきまして予算を計上したものでございま

すが、研究方針あるいは試験計画の決定に日

数を要したため、繰り越しをいたしたもので

ございます。 

 水産振興課は以上でございます。よろしく

お願いいたします。 

 

○平尾漁港漁場整備課長 13ページをお願い

いたします。 

 漁港建設管理費に係る漁港管理費につきま

しては、東日本大震災の災害復旧支援のた

め、宮城県への土木技術職員派遣に伴い、派

遣職員の業務を代替するための業務委託に要

する費用として、920万5,000円の増額補正を

お願いするもので、補正後の漁港漁場整備課

計は、最下段に記載のとおり、30億9,905万

1,000円となります。 

 次に、35ページをお願いいたします。 

 繰り越しについてでございますが、35ペー

ジから36ページにかけて、10の事業、案件に

いたしまして17件について、いずれも計画に

関する諸条件により、やむなく８億7,164万6

4円の翌年度繰り越しをお願いしておりま

す。 

 漁港整備課は以上でございます。 

 

○池田和貴委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、質疑を受けたいと思います

が、その前に５分休憩をとりたいと思いま

す。２時５分から再開したいと思います。 

  午後１時59分休憩 

――――――――――――――― 

  午後２時６分開議 

○池田和貴委員長 それでは、休憩前に引き

続き会議を再開いたします。 

 付託議案の関係で、執行部からの説明が終

わりましたので、質疑を受けたいと思いま

す。質疑はありませんでしょうか。 

 

○中村博生委員 園芸課、野菜振興対策費で

すね。これは、戸数というか、地域ごとにど

のくらいずつあっとですか。 
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○野口園芸課長 地域ごとにと申しますと。 

 

○中村博生委員 これは、振興局単位でする

わけ、ＪＡごとにするわけ。生産者団体です

ると。 

 

○野口園芸課長 これは手挙げ方式でござい

まして、こういう要望をしたいという農家、

３戸以上の農業者の方で、希望する者に対し

て補助をするものでございます。 

 

○中村博生委員 幾つぐらいあっとですか。 

 

○池田和貴委員長 今どれぐらい上がってき

ているかということでしょう。 

 

○中村博生委員 今、申請中。 

 

○野口園芸課長 今ちょうど4,000万ぐらい

の省エネに関する事業費は上がっております

が、どこの地区でどれだけという数字は今持

ってきておりません。 

 

○中村博生委員 もう締め切りは済んどっと

ですか。 

 

○野口園芸課長 １回目の希望調査は終わっ

ております。 

 

○中村博生委員 ２回、３回てあっとです

か。 

 

○野口園芸課長 従来の稼げるという事業の

中で、１回目の事業要望調査を終わっており

ます。今回補正でお願いをいたしまして、事

業費がふえますと、また２回目ということに

なると。 

 

○池田和貴委員長 ほかにございませんでし

ょうか。 

 

○城下広作委員 ちょっと確認です。地産地

消推進に関する主な施策の中で、３番の農林

水産物販売促進で、公営住宅に維持補修事業

で県産のイグサを使うというふうにあるんで

すけれども、これは新しい――県営住宅で畳

表をかえるという形の部分ですかね。それと

も、今現在住んでいるとの畳表がえの部分で

ということですか。ちょっとこれは確認で

す。 

 

○本田農産課長 これは県営住宅を出るとき

に入れていただくということでございます。 

 

○城下広作委員 それで、公営住宅は、新し

い人が出るときに畳がえして返していくとい

うことですけど、普通のところは30年に１回

しかかえないらしいですもんね、畳は。だか

ら、公営住宅の人に聞いたら、畳は人が入れ

かわらないと、最初に入った人がずっと入っ

て、仮に住んでいれば、畳がえは30年に１回

しかかえないらしいんですよ。だから、これ

はあんまり畳がえで、そこで回転するという

ことはほとんどないらしいんですよ。 

 私も、それは30年に１回ですか、冗談でし

ょうと言ったら、本当ですということで、だ

から、自分でたしかかえるなら別にそれはい

いけど、それは自腹ですたいね。ただ、公営

住宅のを公に買いかえてあげると、畳をかえ

てやるというのは30年に１回だったかな、50

年だったか、30年だったか、そのくらいなん

ですよ。それで、普通ならぼろぼろで、だか

ら、公営住宅の畳というのは、要するに基本

的にかえないというようなことで、これをも

っと、例えば10年とか、15年に１回とかかえ

られぬのかという相談を受けているんですけ

れども、これはきょう住宅課がいないからわ

からぬでしょうけれども、何かたしかそうい

う頻度、ちょっと詳しい年度を知っていれ

ば、だれか。知らないですか。 
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○本田農産課長 今の関連で、県営住宅の退

去者の場合は、必ず畳表をするようになって

おりますので、ある程度古くなった場合はで

すね。その場合は、退去する場合に、県産の

畳表を使いましたという出荷証明みたいなの

をつけまして、そういうことでしているんで

すけれども、ただ、その30年に１回というの

は、ちょっと何か長過ぎるような気がいたし

ます。 

 

○城下広作委員 私も、だからびっくりした

んです、かなり長過ぎると。基本的には、公

営住宅は一時的な住まいと、だから長くいる

ことはないと想定してかえないらしいんで

す。ところが、現実は、ずっとやっぱりおら

れるんですよ。そうすると、畳がえを行政の

方からするということはないという、よくよ

くかえるならば、30年に１回ぐらいは、じゃ

あ建物の老朽化に伴って、そのときは自然に

かえることがあるだろうというような話だっ

たものだから、ちょっとそのスパンは長いな

ということで、もう少しこれが短い期間であ

れば、せめて県営住宅だけでも畳がえが、引

っ越ししない方でもできてくると量がふえる

のかなというふうに思ったものですから。 

 これはぜひ住宅課に確認して、30年に１回

だったら――まあ、あちらの感覚で、なかな

かそんな金がないから、そんな無理なことは

言わぬでくれと言われればそれまでなんです

けれども、熊本産の畳をもっとふやすという

のであれば、それも一つの手かなということ

で、ちょっと感じた次第でございます。 

 

○池田和貴委員長 わかりました。そこは住

宅課の方と確認をとってみてください。 

 

○本田農産課長 わかりました。 

 

○池田和貴委員長 ほかに何かございません

でしょうか。 

 

○田代国広委員 今回、全国知事会の要請に

伴いまして、農業土木技術者を派遣していま

すね、何チームか。この派遣の積算の根拠と

いいますか、例えば手当あたりがどうなって

いるとか、旅費とか、そういったのはどうな

っているんですかね。 

 それが１つと、もう一つは、この繰越計算

書、これは明許じゃないですね。繰越計算と

いうのは、これは報告でいいわけですたい

ね。 

 以上、２点お願いします。 

 

○池田和貴委員長 済みません、２つ目の質

問がちょっと……。 

 

○田代国広委員 繰り越しは、報告て言わぬ

ですたいね、これは。 

 

○池田和貴委員 繰越明許が報告です。それ

で……。 

 

○田代国広委員 普通、元来繰り越しそのも

のは、本来好ましくないわけでしょう。この

場合、やっぱり補正予算で手当てした場合な

んか、どうしても年度内は無理だということ

で繰り越されるというケースもあるでしょう

し、ここで事故繰り越しは、どういった前提

で事故繰り越しというふうになっているんで

すか。 

 

○池田和貴委員長 事故繰り越しをするとき

の基準というか、そういうことってことです

か。それとも、この１件１件に関してってこ

とですか。 

 

○田代国広委員 全体で。 

 

○池田和貴委員 全体のときに、どういった

 - 46 -



第２回 熊本県議会 農林水産常任委員会会議記録（平成23年６月28日) 

場合に事故繰り越しが認められるかどうかと

いう、その基準のお話ですか。 

 それでは、まず１点目から。 

 

○田上農地整備課長 農地整備課でございま

す。 

 ７ページの東日本大震災復興支援事業の農

業土木職員の派遣でございますけれども、43

8万6,000円計上しておりますが、これは、農

業土木技術職員を派遣しまして、その派遣に

要する費用ということではございませんで、

派遣したかわりに非常勤の代替職員を、例え

ば熊本農政事務所が出せば、そこの熊本の事

務所の人が１人手薄になりますので、そこの

非常勤職員を雇用すると。その雇用に要する

費用を計上しております。 

 派遣費用等については、人事課の方で一括

して計上されていると聞いております。 

 

○池田和貴委員長 １点目はよろしいです

か、田代委員。今のでよろしいですか。 

 

○田代国広委員 わからぬ。ということは、

今言った400何十万ですか、と、今度は向こ

うへ派遣された費用が全く同等とは限らぬわ

けですね。例えば、ここで計算されている40

0何十万とあっちに派遣されていく経費とい

うのは、差があることも当然考えられるわけ

ですよね。 

 

○池田和貴委員長 よろしいですか、１点目

の質問については。 

 

○田代国広委員 だったら、その派遣されて

いく場合の手当なんか、別にこれではわから

ぬわけですね。 

 

○豊田政策審議監 私、３月まで人事課にお

りましたものですから、それにお答えします

と、通常の短期のこういう派遣職員につきま

しては、給与はもちろんこちらで払いますけ

れども、基本的に短期は出張旅費という形で

――出張命令で行きますので、その出張に要

する経費とか、ある以上については人事課の

方で一括して計上しておるところで、これは

総務常任委員会の方に一括して報告してあり

ます。 

 先ほど説明がありましたように、今回部で

しておりますのは、そういう職員が行きます

ことに伴いまして、その間の職員を代替とし

て非常勤職員を、月10何万ですか、そういう

形で雇うための、いわば人件費といいます

か、賃金の費用をこちらの部では見ている

と、そういうことでございます。 

 

○田代国広委員 なぜ手当を聞いたかという

と、新聞に載っていたのが、自衛隊ですね。

自衛隊は、今回災害派遣されている場合、か

なり高額な手当が出ているじゃないですか。

例えばヘリコプターから水を落とした人、４

万ですか、手当が。１日でしょう。そうする

と、普通の災害派遣なんか、１日1,600何十

円ですね、手当は。それが今回倍とか。非常

に高額な手当が閣議決定されているんです

よ、最近。自衛隊というと、我々、当然、国

家、国民の生命、財産の安全を守ると思って

いるので、なぜそんな多額な手当が必要かと

思ったものですから。特殊なこととはいいな

がらも、ちょっと疑問に思ったので触れたん

ですけれども、わかりました。 

 それと、繰り越し…… 

 

○池田和貴委員長 あと、２点目について

は。 

 

○国枝農林水産政策課長 政策課でございま

す。 

 まず、明許繰り越しの方でございますけれ

ども、これは22年度内に12月議会とそれから

２月議会に御審議いただいておりまして、こ
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の枠の中の範囲でということで議会から御承

認いただいているということでございます。 

 

○田代国広委員 それは報告だね。 

 

○国枝農林水産政策課長 はい。 

 それから、事故繰り越しでございますけれ

ども、特段こういう場合なら事故繰り越しに

してよいという基準はございません。ただ、

明許繰り越しの方で御審議いただいた以外の

内容で、予測しがたいものが出た場合にやむ

を得ず繰り越しさせていただくということ

で、また報告させていただくという形をとら

せていただいております。 

 

○田代国広委員 国の補助事業あたりもある

わけですよね。事業の中に、事故繰りの中に

も。 

 

○国枝農林水産政策課長 はい。 

 

○田代国広委員 元来、事故繰り越しをした

ならば、補助金返納というようなペナルティ

ーというか、そういったのはなかったんです

か。 

 

○国枝農林水産政策課長 それはないと思い

ます。あくまでもやむを得えない理由により

ということでございますので、それは制度

上。 

 

○豊田政策審議監 基本的に、明許繰り越し

にしろ、事故繰りにしろ、補助があるものに

ついては、国の方と協議をして繰り越しをし

ているということでございますので、基本的

には、その範囲内で執行する分には補助金の

返還とかいうのは生じないというふうに考え

ております。 

 

○田代国広委員 じゃあ、ここで明許繰り越

し、例えば22年度工期末が23年度に繰り越す

わけですね。これを、一応明許繰り越しと言

っておるような状況で、例えば24年度にまた

がった場合、そういう場合は事故繰り越しと

いう形で処理されるというふうに理解してい

いですか。 

 

○豊田政策審議監 基本的に、予算は単年度

主義でございますので、その年で終わるのが

原則と。どうしてもやむを得ない場合は、翌

年に繰り越すのが明許繰り越しと。その中

で、さらにどうしてもいろんな事情で、災害

等の事情もあって、さらに繰り越さざるを得

ない場合が事故繰りという形で、自治法とか

財務規定からいくと、最大３年間はできると

いう形で、その範囲内でやっているというこ

とでございます。 

 

○田代国広委員 そうすると、県の場合は、

ほとんど事故繰り越しであっても、すべてほ

とんど認められた、いわゆる補助金返納なん

かなかったということですね。 

 

○豊田政策審議監 基本的にはそういうふう

に考えております。 

 

○田代国広委員 わかりました。 

 

○池田和貴委員長 ほかにございませんか。

――ほかに質疑がないようでございますの

で、以上で質疑を終了したいと思います。 

 ただいまから、本委員会に付託されました

議案第１号及び第８号について、一括して採

決をしたいと思いますが、御異議ありません

か。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○池田和貴委員長 御異議なしと認め、一括

して採決いたします。 

 議案第１号及び第８号について、原案のと

おり可決することに御異議ありませんか。 
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  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○池田和貴委員長 異議なしと認めます。よ

って、議案第１号及び第８号は、原案のとお

り可決することと決定いたしました。 

 次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りいたします。 

 議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査することを議長に申し出ることとし

てよろしいでしょうか。 

  （｢はい」と呼ぶ者あり) 

○池田和貴委員長 それでは、そのように取

り計らいたいと思います。 

 次に、その他に入ります。 

 執行部から報告の申し出が３件あっており

ます。 

 まず、報告について執行部の説明を求めた

後、一括して質疑を受けたいと思います。 

 それでは、宮崎農村計画課長、報告をお願

いいたします。 

 

○宮崎農村計画課長 私、農村計画課でござ

います。私の方から、２件御報告をさせてい

ただきます。 

 １件が、主要事業説明のところでも御説明

をいたしましたけれども、国営川辺川土地改

良事業(利水事業)の状況、それからもう１件

が、国営大野川上流土地改良事業の状況につ

きまして御報告をいたします。 

 まず、川辺川土地改良事業(利水事業)の状

況でございます。 

 説明資料で、主な経緯のところに書いてご

ざいますように、昭和58年に事業着手をいた

しましたけれども、その後、その下でござい

ます。計画変更の同意取得手続に係る訴訟が

ございまして、結果的に平成15年５月に国側

が敗訴をしたというようなことでございま

す。こういった状況を受けまして、平成15年

６月から、新しい利水計画の策定のための事

前協議を実施したというようなところでござ

います。 

 そうしまして、結果的に、括弧に書いてご

ざいますように、総合調整役でございます県

といたしましては、次のページにポンチ絵を

載せておりますけれども、川辺川ダムに水源

を依存しないという形で、既設導水路活用案

というものに絞り込みをいたしまして、手続

に入っていくというような整理をしたわけで

ございます。 

 その後、下の経緯にもございますように、

地元の調整が図られてきているという状況で

はございますが、まだ地元の合意に至ってい

ないというような状況でございます。 

 なお、平成20年度から、事業につきまして

は休止というような状況になっております。 

 ３番の最近の状況について御説明をいたし

ます。 

 事業主体でございます国につきましては、

事業の再開に当たりましては、関係の６市町

村の合意並びに川辺川下流に水利権を持って

おりますひとよし土地改良区、それから相良

村土地改良区の同意が必要ということでござ

います。 

 ６市町村長並びに議会につきましては、既

設導水路活用案で合意をしていただいている

わけでございますが、ひとよし土地改良区に

ついても、同様に、水利権に係る同意をした

ところでございますけれども、相良村土地改

良区のみ同意が得られていない状況だという

ようなことでございます。 

 このため、関係の６市町村の皆様方で、相

良村土地改良区に対しまして、平成21年度以

降、水掛かりごとの説明会でありますとか、

アンケート調査、こういったものを実施する

とともに、本年に入りまして、１月以降、２

回にわたりまして直接意見交換を行うとい

う、そういった努力をされておるところでご

ざいます。 

 現在、関係６市町村長につきましては、相

良村土地改良区理事等と調整を図っておられ

るということで、今後、国営事業の再開に係
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る地元合意形成につきまして、結論を出して

いきたいというふうな意向だと伺っておりま

す。 

 今後の進め方でございますけれども、県と

いたしましては、地域の基幹産業でございま

す農業の振興を図るという観点から、新たな

営農の展開を可能といたします安定した水の

確保は重要な課題と考えております。今後の

地元の動向を見きわめながら、適切に対応し

ていきたいというふうに考えております。 

 次に、国営大野川上流土地改良事業(大蘇

ダム)の関係につきまして御説明をいたしま

す。 

 事業でございますけれども、阿蘇市、それ

から産山村、それから大分県の竹田市にまた

がる2,200ヘクタールへの用水供給を行うと

いうことで、新規水源といたしまして産山村

に大蘇ダムを建設するというようなものでご

ざいます。 

 主な経緯でございますが、昭和54年に事業

を着手いたしまして、平成６年から主要工事

の一つでございます大蘇ダムの建設に着手を

したということでございまして、平成17年か

ら大蘇ダムの試験湛水を開始したわけでござ

いますけれども、その中で、ダムの貯留水が

予想を上回って地山に浸透をしていくという

ような問題が判明したということでございま

す。 

 そうしまして、この問題につきまして、昨

年３月、農林水産副大臣が、本県並びに大分

県の方に来られて、この問題についての基本

的な方針について説明があったということで

ございます。 

 ３番目でございます。最近の状況でござい

まして、先ほど申し上げましたように、昨年

の３月に示された国の対応方針が以下でござ

います。平成22年度、昨年度から地域の水需

要に応じた用水供給を行いますというのが１

点目でございます。２点目につきましては、

昨年度から本年度、来年度、３年間にわたり

まして、用水供給と並行をいたしまして、大

蘇ダムの浸透抑制対策を全額国費で行うとい

うことでございます。もう一つは、ダムの利

水機能や地域の水需要を検証するというよう

な方針が示されたわけでございます。 

 昨年度の状況でございますが、用水供給に

つきましては、21年度から本県では水利用が

開始されておりますけれども、昨年度は22ヘ

クタールで水の利用を行っております。 

 それから、浸透抑制対策につきましては、

資料の次のページに少し写真を載せておりま

すけれども、左岸の斜面の一部につきまし

て、約１万平米でございますが、コンクリー

トの吹きつけ工を予定どおり実施をしており

まして、本年度も実施をしております。 

 それから、利水機能の検証につきまして

も、継続して実施をしておるというような状

況でございます。 

 今後の進め方でございますが、本県から国

へは、以下の点につきまして、意見として伝

えているところでございます。１つ目は、水

利用が開始をされておりますので、こういっ

た農家の皆様方に用水を途切れないように供

給するというようなことが１点目でございま

す。２点目は、大蘇ダムの浸透問題に係る、

先ほど御説明をいたしました国の対応方針に

つきましては、確実に実行してくださいとい

うのが２点目。３点目は、今後、大蘇ダムの

浸透問題、これに係る対策については、国の

責任において対応してほしいということを言

っております。 

 本県といたしましては、今申し上げました

ような意見を基本的なスタンスといたしまし

て、国が昨年度から実施をしております検証

の結果、それから農家の皆様方の水需要の状

況を見ながら、農家の意向を踏まえまして、

段階的に末端整備を行うとともに、引き続き

必要な営農支援をやっていきたいというふう

に考えておるところでございます。 

 以上でございます。 
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○池田和貴委員長 ヒラメ及び馬刺しに係る

病因物質不明有症事例についての報告もあわ

せてお願いいたします。 

 

○国枝農林水産政策課長 お手元、横紙で右

上に健康危機管理課と書いてある紙について

説明させていただきます。 

 このペーパーでございますけれども、本

日、健康福祉部の方から厚生委員会に報告さ

れる資料と同一のものでございます。関係が

ございますので、農林水産常任委員会の方に

も御報告させていただくという次第でござい

ます。 

 厚生労働省におきましては、一過性で軽度

の下痢や嘔吐等の症状を示す有症事例でござ

いますけれども、これのうち食中毒菌やそれ

からウイルスが検出されない原因のわからな

いものについて調査を行っておりまして、そ

のうち摂食した生食用の食品のうち、最も件

数の多かったヒラメと、それから魚類以外で

多かった馬刺の２点について、食品衛生上の

観点から、これまで調査を進めてきたところ

でございます。 

 その結果が、４月25日に国の食品衛生審議

会の下の委員会で報告がなされまして、この

６月17日付で、この提言を受けまして厚生労

働省の方から、部長名通知で各県等に対して

通知が発出されたものでございます。 

 内容につきましては、１枚めくっていただ

きまして、２ページの方をお願いいたしま

す。 

 ２ページの３番のところでございますが、

まずヒラメにつきましては、調査の結果、ク

ドア属粘液胞子虫という一種の寄生虫の寄生

が確認されたものがございまして、これが下

痢症状を引き起こす可能性が高いということ

が報告されておりますが、これについては、

一定条件下の冷蔵または加熱により失活、つ

まり病原性は失われるということもあわせて

報告されております。 

 それから、本県特産の馬刺についてでござ

いますけれども、こちらにつきましても、住

肉胞子虫というものの寄生が確認されてござ

います。下痢症状等についての病原性がある

ことが強く示唆されておりますけれども、こ

ちらにつきましても、加熱または一定条件下

の冷凍により失活するということが報告され

ております。 

 この提言を受けまして、厚生労働省から通

知が出ておるわけですけれども、こちらにつ

きましては、今後同様の事例が発生した場合

には食中毒事例として扱いますと、それか

ら、この内容につきまして、関係事業者等に

対し、食中毒の発生防止に努めるよう指導を

行うようにという指導文書が出ているところ

です。 

 いずれにしましても、食品衛生の観点から

は、一過性で重篤な症状を示すものではござ

いませんでして、毒素が体内に残留するとい

う可能性も少ないということでございます。 

 提言の中でも言われておりますとおり、こ

れにつきましては、正確な情報を伝えて、消

費者には過度に神経質になることのないよう

に、また、関係業者につきましては、現実的

な対応をとるよう、事実の周知等に努めてい

くのが今後重要であるというふうに考えてご

ざいます。 

 報告は以上でございます。 

 

○池田和貴委員長 ありがとうございまし

た。 

 以上、報告事項３件終わりましたが、ここ

で質疑を受けたいと思います。質疑はござい

ませんでしょうか。 

 

○中村博生委員 川辺川ですけれども、相良

土地改良区が今何か意見交換会をされている

ということですけれども、感触的にどういっ

た状況なんですか。 
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○宮崎農村計画課長 意見交換会につきまし

ては、１月、２月にそれぞれ１回ずつ開かれ

まして、関係の６市町村長さんがそろわれ

て、それから相良村土地改良区の全組合員に

御案内を出されて意見交換会が開かれたとい

うことでございます。 

 賛否両論ございました。賛成の方につきま

しては、今後の農業の展開を図っていく上

で、水はやはり必要だというようなこと、そ

れから、現実的に、ポンプで揚水をされたり

しておりますので、その維持管理費が相当か

かっておると、老朽化も激しいということ

で、国営事業について、ぜひ推進をしたいと

いうようなお話があると同時に、反対をされ

る皆さんについては、将来の維持管理費の問

題でございますとか、水利権の問題なんかに

ついての懸念が示されたということでござい

まして、なかなか２回意見交換を行った段階

では、じゃあこれで行こうといったような結

論としては出ていないというような状況でご

ざいまして、それを打開するということで、

直接また相良村土地改良区の――役員の方と

いうふうに聞いておりますけれども、直接ま

た首長さんが意見交換をしたいというような

調整を、まあそういうような意向を持ってお

られると。それで具体的に調整をされている

というふうに伺っておりますので、その結果

というのをまず我々としてもお聞きしたいな

というふうに感じておるところでございま

す。 

 

○中村博生委員 なら、以前と中身的にはあ

んまり変わらぬということですよね。ちった

進歩したっだろうばってん。相良村議会は、

この案に合意されとっとでしょう。相良土地

改良区の理事長というのは、もうかわらした

っですかね。 

 

○宮崎農村計画課長 先ほど反対をされてい

る方がおっしゃっている意見については、従

来お話があったポイントと基本的に変わって

いないというような状況でございまして、そ

れについてはこうだと、例えば水利権につき

ましても、具体的な話につきましても、国か

らもこういうような形でやるというようなこ

とについても説明をしておるわけでございま

すけれども、なかなか納得をいただいていな

いという意味では、委員おっしゃったよう

に、そういう意味ではあんまり話は進んでい

ないというようなことでございます。 

 それから、後半の部分の相良村土地改良区

につきましては、この４月に新しい理事長が

選任をされております。ということでござい

ます。 

 

○中村博生委員 これも結構年数的にかかっ

とるけん、58年11月が事業着手という形でな

っとっとですが、やっぱりこの農業情勢を考

えると大変厳しいものがあると思いますけれ

ども、まあ短期決戦といいますか、なるだけ

早く解決するような、県からもあれしてくだ

さい。 

 

○池田和貴委員長 それは要望でよろしゅう

ございますか。 

 

○中村博生委員 はい、要望しておきます。 

 

○池田和貴委員長 ほかにございませんでし

ょうか。――なければ、これで報告に対する

質疑を終了いたします。 

 次に、浦田副委員長の方から、意見書に関

する提案があるということです。 

 説明をお願いいたします。 

 

○浦田祐三子副委員長 本委員会からの意見

書提出を提案したいと思います。 

 ２件ございまして、１つは、農業農村整備

に必要な予算確保を求める意見書、もう一つ
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は、漁業用軽油にかかる軽油引取税の免税等

に関する意見書です。 

 意見書の案を用意いたしましたので、ただ

いまからその案をお配りさせていただきたい

と思います。 

 

○池田和貴委員長 事務局、配ってくださ

い。 

  （意見書(案)配付) 

○池田和貴委員長 本委員会から、これらの

意見書を提出していただきたいという提案で

あります。 

 まず、農業農村整備に必要な予算確保を求

める意見書について、意見書(案)を事務局か

ら読み上げていただきたいと思います。よろ

しくお願いします。 

 

○徳永議事課課長補佐 

   農業農村整備に必要な予算確保を求め

る意見書(案) 

  農業農村整備は、農地の整備や農業用水

の安定供給、農地の排水対策等を行い農業

生産性の向上を図るとともに、農地の排水

対策を担う排水機場は、地域排水の役割を

も担い住民の安全確保に貢献するなど、本

県の農業・農村を支える重要な事業であ

る。 

  このようなことから昨年、国の予算の大

幅な削減を受けて、熊本県議会は「予算の

確保を求める意見書」を４回連続して提出

してきたところである。 

  しかしながら本年度の予算においても、

６割以上削減された平成22年度より更に削

減され、地方が必要とする予算が到底確保

されておらず、その結果、継続地区の完了

工期の延伸、新規地区の採択凍結等の多大

な影響が出ており大変遺憾である。 

  また、政府が進める地域主権改革の中

で、地域の自由裁量を拡大するとのかけ声

のもと、平成22年度には農山漁村地域整備

交付金、平成23年度には地域自主戦略交付

金が創設されたはずであるが、そもそも地

方が必要とする予算総額が全く確保されて

おらず、地方の自由裁量を拡大するどころ

か、計画されていた事業さえ先送りせざる

を得ない現状であり、政府が掲げる「地域

主権」と実態は大きくかけ離れている。 

  本年度の予算復活を期待していた地元農

家では、昨年から更に予算削減されたこと

から、「いつになったら整備が出来るの

か」、「完成後の営農に夢を抱いていたが、

打ち砕かれた」、「老朽化した排水機場の事

故が心配」など、大きな落胆とともに昨年

にも増して将来に対する不安の声が広がっ

ている。 

  このように、予算削減により必要な整備

が先送りとなれば、農業の更なる疲弊を招

き、農業そのものの存続を危うくさせるお

それがあるとともに、それを支える農村の

安全確保やコミュニティの崩壊にも繋がる

ことが危惧されるものである。 

  よって、国におかれては、我が国の農

業・農村の振興に必要不可欠な農業農村整

備に関する施策を具体的に推進するため、

下記事項について特段の配慮をされるよう

強く要望する。 

          記 

 １ 農業農村整備事業及び農山漁村地域整

備交付金、地域自主戦略交付金につい

ては、農業生産の基礎的整備に必要な

施策であり、十分な予算を確保するこ

と。 

 ２ 特に、農山漁村地域整備交付金及び地

域自主戦略交付金については、地方自

治体が裁量を発揮して取り組む制度で

あることから、地方が必要とする予算

規模に拡大すること。 

   以上、地方自治法第99条の規定により

意見書を提出する。 
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○池田和貴委員長 ただいま農業農村整備に

必要な予算確保を求める意見書(案)について

読み上げていただきましたが、何か御意見は

ございませんでしょうか。 

 

○中村博生委員 意見じゃないですけれど

も、全くもってこのとおりだと思います。 

 26日の日曜日に、八代の郡築校区で、御存

じかと思いますけれども、1,000人ぐらい集

まった中で、排水機場の新設と既存の機場の

整備、存続の決起大会がございました。こう

いった形で機場を新設するのに、こういった

決起大会というのは私は初めてだろうと思い

ますし、今後こういった形で地元の皆さんが

声を上げていかないと、国はわかってもらえ

ぬとだろうかなという思いがしますけれど

も、大変重要な問題になってきております。 

 年々、半分半分になってくるような状況

で、来年度はどやんなっとだろうかというよ

うな状況でありますし、特に郡築校区という

のは、施設園芸、露地野菜、園芸が盛んな校

区でありますから、特に冠水すると全滅して

しまうような状況、これは排水路を整備して

いただいたおかげでもありますけれども、八

千把、松高、郡築と、上からずっと郡築が一

番最下流になっとですけれども、そういった

流れで流量計算とか、工事も調査もしていた

だいて、今のままでは排水が間に合わないと

いうような数字も出ておりますので、この点

についてはやっぱり県も全力で取り組んでい

ただきたいと思いますし、地元の議員として

も、４名参加させていただきましたけれど

も、そういう思いでおりますので、これはぜ

ひとも、７月、国に要望に行かれると思いま

すけれども、こういったことも重点的に、意

見書は意見書として出しますから、県は県と

してやっぱり取り組んでいただければと思い

ますので、どうぞよろしくお願いいたしま

す。 

 

○浦田祐三子副委員長 今意見書の案を読み

上げていただきましたけれども、この意見書

は、昨年、国の予算の大幅な削減に伴いまし

て、４回連続して国の方へ意見書を出された

と思いますけれども、さらにことしは去年以

上の削減ということで、それまで県の皆様方

におかれましては、その削減の影響が出ない

ように軽減の努力を図っていただいていたか

と思いますけれども、限界に来るんじゃない

かなというふうに思っております。 

 先ほど田代委員の質疑にもありましたよう

に、やはり現場の声というか、地元の声、こ

の地方の声をしっかりと反映していただくた

めにも、この意見書を、この議案を本委員会

から提出させていただきたいというふうに思

っておりますので、何とぞよろしくお願いい

たします。 

 以上です。 

 

○池田和貴委員長 ほかにございませんでし

ょうか。ございませんか。 

  （｢はい」と呼ぶ者あり) 

○池田和貴委員長 それでは、この意見書

(案)により、委員会提出議案として本会議に

提出したいと思いますが、御異議ありません

か。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○池田和貴委員長 御異議ないようですの

で、この意見書(案)により、議案を提出する

ことと決定をいたしました。 

 次に、漁業用軽油にかかる軽油引取税の免

税等に関する意見書について、意見書(案)を

事務局から読み上げてください。 

 

○徳永議事課課長補佐 

   漁業用軽油にかかる軽油引取税の免税

等に関する意見書(案) 

  本県の水産業は、資源水準の低迷や生産

構造の脆弱化が進行していることに加え、
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原油価格の変動や資材価格の上昇は漁業経

営に大きな影響を与えるなど厳しい状況が

続いている。とりわけ漁業においては、コ

ストに占める燃油のウェイトが極めて大き

く、かねてから燃油高騰が継続しており、

我が県の漁業は、ここ数年で急速に疲弊し

た状況にある。さらに、追い打ちをかける

ように、東日本大震災による原発事故に伴

う風評被害にも見舞われており、漁業経営

はより深刻の度合いを深めている。 

  よって、国におかれては、消費者に対す

る水産物の安定供給を図るとともに、これ

の前提となる漁業者の経営安定を維持する

ために、漁船用軽油にかかる軽油引取税の

免税をはじめとする下記の燃油税制にかか

る措置の実現を図られるよう強く要望す

る。 

          記 

 １ 漁船に使用する軽油にかかる軽油引取

税の免税措置について、恒久化するこ

と。 
 ２ 農林漁業用Ａ重油にかかる石油石炭税

の免税・還付措置について、恒久化す

ること。 
 ３ 地球温暖化対策のための税については、

漁業者の負担が一切増えることのない

よう万全の措置を講じること。特に、

燃油への課税についてはＡ重油に限ら

ず、軽油も含めて油種にかかわらず負

担増を回避するよう措置すること。 
   以上、地方自治法第99条の規定により

意見書を提出する。 

 
○池田和貴委員長 ただいま漁業用軽油にか

かる軽油引取税の免税等に関する意見書につ

いて読み上げていただきましたが、この件に

ついては、今不在でおられますが、村上委員

の方から午前中にお話があったところでござ

います。これは全漁連の総会の中で特別議決

ということで決定をされたことについて、本

日、お手元に配っておりますが、陳情・要望

書等一覧の中に県漁連の方から上がってきた

要望書に基づいての意見書ということになっ

ているところでございます。 

 この件について、何か御意見、御質問はご

ざいませんでしょうか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○池田和貴委員長 御異議なしという声がご

ざいましたので、この意見書(案)により、委

員会提出議案として本会議に提出したいと思

いますが、御異議ございませんでしょうか。 

  （｢はい」と呼ぶ者あり) 

○池田和貴委員長 異議がないようですの

で、この意見書(案)により、議案を提出する

ことと決定いたしました。 

 ほかに何かございませんでしょうか。 

 

○鬼海洋一委員 せっかくの機会ですので、

福島部長にちょっとお願いしておきたいとい

うふうに思います。 

 私は、昭和62年に初めて当選をさせていた

だきました。それから20数年たっておるわけ

ですけれども、たしか平成が始まるころは、

県内の農業の租生産が4,200億ぐらいだった

と思いますね。今や、もうこの数年来、一番

厳しいときで2,700億ぐらいでしたでしょう

か。今3,000億ぐらいで推移しているわけで

すよね。 

 今後の熊本県の農政、農業の将来を考える

ときに、やっぱり大変な事態だなというふう

に改めて認識をいたしております。特にこれ

は、これだけ多くの農政部の職員の皆さん、

幹部の皆さん方お座りですけれども、農政部

そのものもこの熊本県の中で維持できるかど

うかという、こういう状況、そういう非常に

厳しい局面にあるという、その自覚と認識を

まずすべきではないかというふうに思ってい

ます。 

 その意味で、きょうも２～３指摘をいたし

ましたけれども、随分長い、構造的に、先ほ
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ども議論がありましたが、例えば農業就業人

口の変化の問題あるいは年齢の問題、将来ど

うなっていくかという構造的な側面、これは

どこかでやっぱりぴしっとしなきゃならない

ことではないのかなと。あるいは林業公社に

したって、数百億の債務残高を抱えながら行

っておるわけですよね。ずっと同じことです

よね、毎年毎年。どこかでやっぱり問題点の

解明をしながら、次なる展開をしていかなけ

れば、問題を先送りするだけではないかとい

うふうにも思えますし、その意味では、めり

張りを持って、やっぱり構造的に抱えている

問題があるとすれば、それはこの１年で、あ

るいは私たちにとっては４年間の始まりです

から、あえて申し上げるわけですけれども、

この期間にそれらの構造的課題についてもや

っぱり何か変えていくと、転ばしていくとい

うような、ぜひ御努力をいただきたい。 

 特に農協問題についても、組織の構造改革

の問題が出てきているわけでしょう、農協組

織そのものが。ということは、まさにＪＡと

県が一体となってこれまでやってきた運命共

同体的な相手が、大きく構造的に変化をする

かもしれないというその瀬戸際に来ているわ

けですから、そういう認識を持ちながら、私

たちも頑張りますけれども、ぜひめり張りの

ある提案と施策をいただきますように、委員

長にもぜひお願いしておきたいというふうに

思います。 

 

○池田和貴委員長 何かコメントはあります

か、部長。 

 

○福島農林水産部長 お答えとか何かにはな

らないかもしれませんが、委員がおっしゃる

ような点、ずっと議員としてこれまでやって

こられたものを踏まえての現状と、それから

将来への御意見だと思っております。そうい

う面ではしっかり受けとめたいと思います

し、それは委員だけじゃなくて、県議の先生

方、あるいは大きく言えば県民の方々のいろ

んな御意見とか何かも踏まえてのことだろう

と思っております。 

 農業につきましては、きょうの話には出て

まいりませんでしたけれども、向こう５年間

の食料・農業・農村計画もことしの２月に策

定させていただきました。その中でも、将来

の方向性というものを４点ほどにまとめて持

っております。その中には、おっしゃるよう

に、担い手のものも含めまして、いろんな構

造的な問題等も含めて、こうしたいんだとい

うものを持っております。 

 それから、林業公社につきましては、先

日、林業公社の理事会、総会もございまし

て、私も副理事長の立場でございますので、

改めて抱えている課題等についても認識して

おりますし、今後の林業公社につきまして

は、20年だったか、あり方検討会のものを含

めて、これは課長が答えましたような方向性

を持って、20年のを踏まえて取り組んでいる

というのが今の現状でございます。 

 ただ、膨大な負債も抱えているのもまた現

実でございます。だから、やっぱりその20年

のを踏まえて、しっかりどうやっていくかと

いうことと、それから、委員がおっしゃるよ

うに、どこかの時点で、どういうふうにやっ

ていくんだというのは、日々、あるいはポイ

ント、ポイントでしっかり検証して考えてい

くことは大事なことかなと思っております。 

 お答えになりませんけれども、おっしゃる

ようなことで、しっかり我々、局制も入りま

した――当初申し上げましたように、みんな

連携をとって取り組んでまいりたいと思いま

すので、よろしくお願い申し上げたいと思い

ます。済みません、お答えになりませんけ

ど、よろしくお願いします。 

 

○池田和貴委員長 鬼海委員、私、委員長の

方にも要望がございましたので、一言申し上

げたいと思います。 
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 特に１次産業については、本県の基幹産業

として振興していくことは非常に必要なこと

だろうというふうに思っておりますし、先生

方の御意見を聞きながら委員会を運営させて

いただきたいというふうに思っています。 

 ただ、先ほど予算の審議でもございました

ように、単県でする事業というのは非常に少

のうございまして、どうしても国の施策に影

響を受けるということは、もう先生も御承知

のとおりだろうというふうに考えておりま

す。そういった意味では、もちろん私たちと

すれば、現場の意見をきちんと国に伝えつ

つ、そして、本県の１次産業のためになるよ

うなことをやっていきたいというふうに思っ

ております。 

 大きな変化については、そういった現状で

ございますので、何かやろうとした場合に

は、現状を大きく変える場合には、現場には

大きな影響が出てくることも懸念をされま

す。そういった影響も踏まえながら、変える

場合には、私たち県議会も、現場に与える影

響を覚悟しながら決定をしていく必要がある

というふうに認識をしておりますので、そう

いったことで、現実的に、なおかつ効果的な

委員会としての結論が出せるように、私も頑

張っていきたいというふうに思っております

ので、どうぞよろしくお願い申し上げたいと

思います。 

 ほかに何かございませんでしょうか。――

なければ、以上で本日の議題はすべて終了い

たしました。 

 最後に、先ほど申し上げましたが、陳情、

要望書等２件が提出されておりますので、参

考としてお手元に写しを配付しております。

ごらんをいただければと思っております。 

 それでは、これをもちまして第２回農林水

産常任委員会を閉会いたします。お疲れさま

でございました。 

  午後２時54分閉会 

 

 

 熊本県議会委員会条例第29条の規定により
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